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第１章 緒言 

1.1 本研究の背景と目的 

1638 年にガリレオ・ガリレイが著書「Two New Science」において、体系的な

応力解析手法について論じて以来、固体材料の強度予測と変形モデリングは、

自然科学の中心的な問題である[1-3]。従来、材料挙動のモデリングは膨大な微

視的素過程の結果として表れる巨視的な挙動を、対象とする特性の本質を失わ

ずに単純化し表現することを意味してきた。しかしながら近年のＣＰＵの高速

化は、微視構造の変化を陽に含むモデルを用いた大規模計算を可能とし、新た

な展開を見せ始めている[4]。例えば、微視的には複数の異なる相からなる非均

質なミクロ構造の解析を行うことで巨視的な特性を導き出す均質化理論[5-11]、

多結晶金属材料の大変形に伴う異方性の発展を個々の結晶粒レベルから記述す

る結晶塑性論[12-22]、金属材料の塑性変形を内在する膨大な線欠陥（転位）を

追跡することにより再現する離散転位動力学法[23-29]、材料を構成する全ての

原子に対して古典力学の運動方程式を解くことにより時間発展を得る分子動力

学法[30-38]等がある。さらに、原子間の相互作用を量子力学に基づき導出する

第一原理計算[39-44]も盛んに行われ、合金設計への応用が期待されている。ま

た、それぞれの手法を連結するマルチスケールモデリング[45-49]に関する研究

も盛んに行われている。こうした動向は、従来は工学と理学の各分野で別々に

発展してきた様々な学問が、コンピュータの高性能化により時間・空間スケー

ルの隔たりを克服し、大きく統合されつつある動きと称することもできる。 

一方、従来巨視的な人工物の設計を対象としてきた機械工学の分野において

も、より高精度な設計を目指すために微視的組織スケールにおける現象を取り

入れた解析は重要性を増してきている。例えば、化石燃料の枯渇に対して持続

可能な発展を可能とするためには、人工物の設計における過剰な安全率の見積

もりや試行錯誤的な試作をなるべく減少させ、消費エネルギーを低下させるこ

とが必要である。工学および工業的な視点では、高精度な理論の完成を待つ時

間的余裕がなく、それよりもある程度信頼性のある巨視的モデルによる迅速な
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見積もりが求められる。したがって、既存の巨視的なモデルが持つ精度を犠牲

にとすることなく理論を深化させることが重要である。その際に、完全に巨視

的な視点にのみ立脚したモデルでは、その構築時に対象とした現象以外の記述

は原理的に不可能である。それに対して、対象とするスケールよりも微視的な

内部情報含むボトムアップ的なモデリングには付加的な情報を得られる可能性

があり、非経験的な理論予測を期待できる。すなわち、巨視的な人工物に対し

ても不均質な微視的内部構造を陽に取り入れた解析手法の構築を目指すことは、

人工物の設計にエネルギー効率の向上、環境調和性の向上といった点で大きな

技術革新をもたらし人類の持続的な発展を可能とすることに結びつく重要な課

題である。 

本論文の目的はほとんどの機器に使用されている多結晶金属材料の転位組織

変化を考慮した粘塑性構成式を構築し、代表的な機器構成材料であるステンレ

ス鋼、銅および医療材料に適用することである。 

現在までに転位組織化とマクロ挙動に対するモデリングは様々な手法により

行われているが、両者を結合したマルチスケールモデリングは全く確立してい

ない。すなわち、転位組織化を取り入れたマクロ挙動のモデリングは、転位組

織化とマクロ挙動のモデリング手法を適切に選択する必要がある。そこで本研

究では、粘塑性ポテンシャルに基づいた新たなマクロ変形モデルを構築し、そ

の内部関数を転位組織化に関連づけることによりモデリングを行う。実験対象

は、材料挙動の安定性や転位組織観察の信頼性等の点からオーステナイト系ス

テンレス鋼および銅を用い、材料試験、現象論的構成モデルの構築、電子顕微

鏡による転位組織変化の観察を行い、最終的にこれらを結びつけて異なるスケ

ール間を結びつけるモデリングを行う。 

図 1.1 に本論文の構成を示す。まず、第１章では材料の微視的構造を巨視的構

成式へ導入する手法に関する最近の研究動向について述べる。第２章ではオー

ステナイト系ステンレス鋼の室温下における粘塑性変形に関する実験結果より、

非弾性変形による材料内部組織変化を現象論的に表現する背応力の特性につい
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て論ずる。第３章では、実験結果に基づき現象論的構成式を構築し、その一般

形をテンソル表記で示す。第４章では、構成式の妥当性を検証するため、室温

下におけるオーステナイト系ステンレス鋼の繰返し負荷とクリープ試験を組み

合わせた実験と二軸ラチェット試験の記述、さらに異なる材料・環境への適応

性を検証するため、銅材を用いた高温変形の記述を行う。第５章では、マクロ

な視点からのみでは説明できない現象をより微視的スケールから検討する。そ

のために、金属材料の非弾性変形により材料内部に誘起される転位組織をマク

ロな連続体とミクロな原子系を結びつける中間的なメゾ構造と位置づけ、透過

型電子顕微鏡による転位組織観察を行い、繰返し負荷に伴うメゾ構造発展を明

らかにする。さらにマクロ挙動の実験結果と転位組織観察結果の関係について

考察する。第６章では、転位組織変化とマクロ構成式の関連について検討し、

転位組織化を内部関数表現することによりメゾ－マクロ連携モデリングを行う。

また、構築したモデルを用いて塑性変形とクリープ変形の相互関係を記述可能

であることを示す。第７章では、本論文により得られた結論と今後の展望につ

いて論ずる。 
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Fig.1.1 The flow of the thesis 
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1.2 構成式に関する最近の研究動向と本研究の位置付け 

等方硬化の構成則は、1871年にSt.Venantが定式化されたが、実際の応用は1950

年頃に極限解析が登場して可能となった[50]。そして、1970 年頃のコンピュータ

の登場とその CPU スピードの高速化に伴い、現象論的構成式はより広い負荷条

件への対応を目指し複雑化してきた[51-62]。Chaboche は粘塑性ポテンシャルを

提案し、様々な材料、負荷条件、周囲環境へ対応した統一型構成式を構築して

いる[53, 56, 63]。また、Krempl らは室温クリープの実験結果に基づく過応力理

論を提案し、粘塑性変形を準静的な負荷からの超過応力によるものと解釈する

簡明な構成式を導出している[55, 64, 65]。これらの構成式は市販の汎用有限要素

解析コードにも導入されるなど、広く普及していることから、現在時点では標

準的な現象論的構成式と言う事ができる。 

さらに 1990 年代の後半頃からは、異なるスケールの現象を取り込むマルチス

ケール的なマクロ構成式が現れてきている。例えば、Estrin らは非弾性変形に伴

う転位密度変化を考慮したモデルを提案し[66]、大ひずみ領域におけるひずみ硬

化[67]や強変形による超微細結晶粒径化への応用[68]へと理論を発展させている。

彼らの第一世代モデル[66]では、内部関数として現転位密度と初期転位密度の比

を採用することにより、実験では定量的な測定が困難である転位密度を、理論

的な枠組み内で議論することを可能としている。さらに彼らは第二世代モデル

[67]では、転位セル組織を非弾性変形において形成される普遍的な構造と解釈す

ることにより、セル壁とセル内部とを別々の相として取扱い、それぞれを硬い

相と軟らかい相と見なすことにより、仮想的な複合材料としてモデル化してい

る。また、Teodosiu らは結晶粒内の転位組織化を考慮したモデルを提案し[69]、

材料加工時の負荷方向変化[70]や自動車用超高強度鋼板への適応[71]へと発展さ

せている。彼らは、実験的に観察される比例負荷と非比例負荷の違いを、一方

向への負荷中に組織化する転位が他の負荷へ潜在硬化として寄与するためであ

るという転位論的な考察から、現負荷のすべり面上における硬化と潜在硬化の

それぞれに対して発展式を与え、負荷方向変化時に連携させるモデル化を行っ
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ている。こうした材料内部組織を考慮したモデリングは、今世紀に入ってから

もますます盛んになっており、特に有限要素法へ導入し、実際の工業製品を製

造・加工する過程までを視野に入れた研究が行われている[72-74]。 

以上に挙げたモデリング手法は大きく、Chaboche、Krempl らの「(A)現象論的

モデリング」と Estrin、Teodosiu らの「(B)物理ベースモデリング」とに大別され

る。図 1.2 はそれぞれのモデリング手法を図示したものである。すなわち、(A)

現象論的モデリングとは、材料試験の結果得られる応力とひずみの関係から数

学的な関係式を導出し、それらを用いて実験結果を記述し妥当性を検証した上

で、実機設計へと応用する巨視的手法である。こうしたモデリングにより得ら

れる構成式は、対象とする材料や負荷条件が異なると、再度パラメータ同定を

行うだけでは不十分で、構成式全体の再構築が必要となることもある。一方、(B)

物理ベースモデリングとは、材料試験と微視的観察あるいは離散的な微視構造

からの考察により得られる材料科学や転位論の知識に基づき、より広範囲なス

ケールの現象を取扱う理論を構築する手法である。こうした手法は現象論的モ

デリングよりも遥かに広い適用範囲を持つように思われるが、実際には時空間

スケールのギャップや膨大すぎる素過程により厳密な理論の構築は困難である。

そのため、マクロな挙動をモデリングするためには思い切った粗視化が必要で

あり、現象論的理論よりも物理的意味は明確であるもののパラメータフィッテ

ィングに頼らざるを得ない。また、物理ベースモデルの妥当性についても材料

パラメータのフィッティングを行い、実験結果の巨視的な挙動が一致するとい

う点で確認されている場合がほとんどであり、モデルで仮定している転位組織

発展の検証は、ほとんど行われていない。これは、図 1.2 の(B)で示すように、

微視的構造観察と実験結果の記述の間に、２段階のモデリング（例えば転位論

と物理ベースモデル）が必要となるためである。 

本研究で提案するモデリング手法は図 1.2 の(C)に示すように、まず実験結果

に基づき現象論的な構成式を構築した後に、電子顕微鏡観察により得られた転

位組織観察と実験結果の比較検討より、微視的な構造発展を理論へ導入し構成
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式を改良する。このようにして得られたメゾ－マクロ構成式を用い、巨視的現

象の記述を行うことにより妥当性を検証する。すなわち、微視的構造発展の観

察と巨視的な実験結果の記述がモデリングを介して行われるため、微視的構造

発展と巨視的変形の対応が明確である。本モデリング手法の難点としては、微

視的構造変化と巨視的挙動が一対一に対応している保証はどこにも無い点であ

る。しかしながら、現在までに転位組織レベルの構造発展に対する一般的なモ

デルが存在しない以上、本研究で行うトップダウン的なアプローチによる有効

理論の構築は工学的に重要であると考える。 
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Fig.1.2 Schematic diagram of modeling methods

材料科学
転位論

材料試験結果 材料試験結果
材料試験
＋

電子顕微鏡観察

材料科学・転位論
に基づくモデル

現象論的構成式

実現象による検証

現象論的構成式

（Ｂ）
物理ベースモデリング

（Ａ）
現象論的モデリング

（Ｃ）
本研究のモデリング

実現象による検証
材料試験
＋

電子顕微鏡観察

本研究の
メゾ－マクロ構成式

実現象による検証

実験・観察

理論・モデル



第２章 粘塑性変形の実験的観察     9 
  

 

第２章 

 

粘塑性変形の実験的観察 

 

2.1 緒言 

 現象論的構成式は実験結果の巨視的材料変形挙動を実用上十分な精度で記述

可能となるように定式化する。したがって、膨大な負荷条件を与え得られるデ

ータをフィッティングすることで、構成式の適用範囲を広くすることは可能で

あるが、数値解析における実用性や試行錯誤的な経済性を考慮すると工学的に

適切であるとは言えない。すなわち、より広範囲の変形挙動に影響をおよぼす

現象に関する系統的な実験観察を行い、なるべく単純な形式の構成式を構築す

ることが重要である。 

 粘塑性変形は変形が履歴に依存することが、弾性変形との大きな違いである。

これは、粘塑性変形が熱力学的に非平衡状態であることに起因しており、材料

の変形挙動を決定するためには、熱弾性での温度と変形勾配の２つに加えて、

さらに多くの状態変数が必要であることを意味している[3, 75, 76]。こうした未

知の状態変数は、様々な微視的非平衡現象と対応していることは明らかである

が、巨視的構成式では実用的な単純さが求められているため、状態変数は膨大

な微視的現象が重なり合い平均化された量として仮定される。 

 本章では、粘塑性変形において最も重要な非可逆変形を表現するために用い

られる背応力に関する実験結果について述べる。まず、本研究で行った実験で

用いた実験装置および実験方法について述べる。次に、オーステナイト系ステ

ンレス鋼を用いた実験により得られた結果を示し、その結果から塑性とクリー

プ変形中に生ずる背応力の等価性について述べる。 
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2.2 実験装置および実験方法 

本研究で用いた実験装置の概要を図 2.1 に示す。主な装置は、I.パーソナルコ

ンピュータ(PC)、II.a ファンクションジェネレータ(FG)、II.b データロガー、III.

動ひずみ計、IV.制御器、V.試験機本体である。I.(PC)は Microsoft 製 Visual Basic

により作製した制御プログラムが動作する Windows マシン、II.a,b は横河電器製

のファンクションジェネレータとデータロガーの一体型 WE7000 を使用した。III.

の動ひずみ計は共和電業社製の DPM-700、IV.の制御器、V.の試験機本体は島津

製作所製サーボパルサーを用いた。以下にそれぞれの役割を示す。 

I. PC 制御信号を作成しFGへ送信(I→II.a)および II.bデータロガーより実験デ

ータを取得し可視化する(II.b→I)。 

II.a FG PC により作成された制御信号を受取り(I→II.a)任意の周期で IV.制御

器へ送信する(II.a→IV)。 

II.b データロガー 動ひずみ計および制御器によりそれぞれ得られる、ひずみ

と荷重の値を任意のタイミングで取得し(III→II.b および IV→II.b)、PC へと送信

する(II.b→I)。 

III. 動ひずみ計 ひずみゲージの抵抗値を増幅し、電圧へ変換するために用い

られ(V→III)、データロガーと制御器に送信される(III→II.b および III→IV)。 

IV. 制御器 FG より取得した制御信号(II.a→IV)に基づき、任意のひずみ又は荷

重量となるよう試験機の荷重を制御する(IV→II.a)。ここで、ひずみと荷重は、

それぞれ動ひずみ計と試験機より送られてくる信号を基に制御される(III→IV

および V→IV)。 

V. 試験機本体 試験機に取付けられた試験片への荷重は制御器により制御さ

れ(IV→V)、その結果得られる荷重値とひずみは、それぞれロードセルとひずみ

ゲージ（又は伸び計）により取得され、制御器および動ひずみ計へ送信される(V

→IV および V→III)。 

以上の関係を模式的に図 2.2 に示す。本試験装置を用いることにより応力制御

およびひずみ制御の実験が可能である。 
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Fig.2.1 Schematic diagram of the experimental equipments 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2.2 Schematic diagram of the control and feedback system 
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2.3 塑性とクリープにおける背応力の等価性に関する実験的観察 

2.3.1 本実験の意義 

ほとんどの金属材料はある方向に負荷を受け非弾性変形が生ずることにより、

逆方向の負荷に対して降伏点が減少するバウシンガー効果を示す。バウシンガ

ー効果の微視的要因は、単結晶においては転位のオロワン機構により定性的な

説明がされているが[77]、多結晶金属の定量的な記述が重要となる巨視的な構成

モデルでは、多くの場合現象論的な内部関数である背応力を用いて記述してい

る。 

等方材料の場合、背応力とは応力空間中に仮定される半径 Yσ の降伏曲面の中

心位置として定義されている。したがって、簡単のため引張・圧縮負荷のみを

受ける単軸状態を考えると、図 2.3 に実線で示すように、Y1 点で巨視的な降伏

応力 Yσ に達した材料は、塑性ひずみに伴い加工硬化により応力が増加する。こ

のとき、応力と同様に背応力も増加すると考えると、図 2.3 に一点鎖線で示すよ

うに降伏曲面の中心は移動する。その結果、塑性ひずみと応力が A 点( ,α αε σ )

に達したときに、塑性ひずみと背応力は B 点( , Xα αε )に達している。ここで、除

荷すると弾性変形領域となり、背応力は移動しない。さらに逆向きに負荷を与

え続けると、 YX ασ σ− = を満たした時点（ここでは Y2 点( , Y
α αε σ )）で、再度巨

視的な降伏が生ずる。ここで、 Y
α ασ σ> が成り立つことから、背応力によりバ

ウシンガー効果を記述可能であることがわかる。 

 ところで、一般に金属材料のクリープ変形は、高温（それぞれの材料が持つ

融点の約 1/2 以上の温度）において粒界すべりが支配的な要因であることはよく

知られている（例えば[25-27]）。一方で、ステンレス鋼、純チタン材、チタン合

金、マグネシウム合金等のような一般構造材料中には、常温クリープが観察さ

れる材料が存在する。しかしながら、常温でクリープの変形機構には未だに不

明な点も多い。例えば、室温クリープにおいては非弾性変形に伴い増加した転

位が、熱活性化により高温変形と同様に回復するとは考えにくい。また、常温

でのクリープ変形が高温変形時と同様に粒界すべりが支配的であるとの報告も
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ほとんどなされていない。 

 本研究では、まず常温クリープを示すオーステナイト系ステンレス鋼を対象

として、巨視的な統一型粘塑性構成モデルの構築を行う。その際に、塑性とク

リープ変形による背応力の発生量の違いを実験的に明らかにすることは、モデ

ル構築には不可欠である。そこで、本章では塑性とクリープを組み合わせた実

験を行い、背応力と塑性変形およびクリープ変形との関係を検討する。 

2.3.2 試験片と試験方法 

 本章の実験で用いた供試材は，外形 32mm、内径 20mm のオーステナイト形ス

テンレス鋼 SUS304 材であり、1070℃で固溶体化処理されている。化学成分は表

2.1 に示すとおりである。試験片は供試材より、外形 23mm、内径 20mm、評点

間距離 50mm の薄肉円管試験片に加工されたものを用いた。図 2.4 に試験片形状

を示す。 

 前節 2.2 で示した実験装置を用い下記の実験を行った。ただし、ひずみの測定

は実験（１）では伸び計、実験（２）、（３）ではひずみゲージを用いた。 

（１）純粋引張中のクリープ試験（異なる応力レベル）：応力速度 10MPa/sec の

純粋引張中に 300、350、400、450MPa の各応力レベルで 300 秒間のクリ

ープ試験をそれぞれ挿入する。 

（２）純粋引張中のクリープ試験（同一応力レベル）：応力速度 10MPa/sec の純

粋引張中において、まず 240MPa の応力レベルで 300 秒間のクリープ試験

を挿入する。その後、純粋引張りで 280MPa に達した時点で 240MPa まで

除荷した後、その応力レベルで 300 秒間のクリープ試験を挿入する。 

（３）クリープ試験後と純粋引張り後の一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷：

256MPa の応力レベルで 1000 秒間のクリープ変形を与えた試験片と、こ

のクリープ変形と同一のひずみまで純粋引張りにより負荷した試験片そ

れぞれに、ひずみ振幅 0.25%、ひずみ速度 0.01%/s の引張り・圧縮繰返し

負荷を 100 サイクル与える。 

2.3.3 実験結果と考察 
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（１）純粋引張中のクリープ試験（異なる応力レベル） 

図 2.5 の実線は応力速度 10MPa/sec による純粋引張負荷中、300、350、400、

450MPa の各応力レベルで、300 秒間のクリープ試験を挿入したときの応力－ひ

ずみ曲線である。また、図 2.5 の破線はクリープ試験を挿入せずに、応力速度

10MPa/sec による純粋引張試験を行ったときの応力－ひずみ曲線である。各応力

レベルで 300 秒のクリープ試験後、再度負荷したときの応力－ひずみ曲線は、

純粋引張りの応力－ひずみ曲線に一致することが図 2.5 よりわかる。これは、ク

リープ変形中にひずみ硬化が生じており、その量が純粋引張りによるひずみ硬

化量と等しいことを示している。すなわち、この結果から純粋引張りとクリー

プ変形中に生ずる背応力が量的に一致すると推定できる。 

（２）純粋引張中のクリープ試験（同一応力レベル） 

図 2.6 の実線は、応力速度 10MPa/sec による純粋引張負荷中に応力レベル

240MPa となった時点(図 2.6 中の A 点)で 300 秒間のクリープ試験を挿入し、そ

の後再度純粋引張負荷し、280MPa に達した時点で応力レベル 240MPa まで除荷

し(図 2.6 中の B 点)、300 秒間クリープ試験を再度挿入した実験の応力－ひずみ

曲線である。また、図 2.6 の破線は、クリープ試験を挿入せずに、応力速度

10MPa/sec による純粋引張試験を行ったときの応力－ひずみ曲線である。図 2.6

より、１度目のクリープ試験では顕著なクリープひずみが生じているのに対し

て、280MPa から除荷した後に応力レベル 240MPa(B 点)で行ったクリープ試験で

は、ほとんどクリープひずみが生じないことがわかる。この現象は、280MPa ま

で引張り負荷を受けることにより、加工硬化のため背応力が増加し、有効応力

（負荷応力から背応力を減じた値）が減少したためと考えられる。このことか

らも、クリープ変形に関わる背応力と、塑性変形に関わる背応力の等価性が推

定できる。 

（３）クリープ試験後と純粋引張り後の一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷 

図 2.7に、応力レベル 256MPaで 1000秒間のクリープ試験後、ひずみ振幅 0.25%

で 100 サイクルの引張・圧縮繰返し負荷を行ったときの応力－ひずみ関係を示
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す。また図 2.8 に、図 2.7 のクリープ試験終了時のひずみ量である 0.59%と同じ

ひずみ量まで純粋引張りを行い、その後 100 サイクルの引張・圧縮繰返し負荷

を行ったときの応力－ひずみ関係を示す。図 2.7 と図 2.8 を比較すると、繰返し

負荷の応力－ひずみ曲線のループ形状がほぼ一致していることがわかる。 

図 2.9 に、図 2.7、2.8 で示した繰返し負荷部分のサイクル毎の最大ひずみ時で

の応力を示す。図 2.9 から、クリープ変形と純粋引張負荷を行った後の繰返し負

荷中のループ端応力の変化にはほとんど違いが見られないことがわかる。この

ことは、クリープ変形と純粋引張りにより生ずる背応力の変化は同一であるこ

とを示している。すなわち、このことからもクリープ変形と塑性変形により生

ずる背応力は量的にほぼ等しいことが推定できる。 
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Fig.2.3 Schematic diagram of backstress 

 

Table 2.1 The chemical composition of specimens (SUS304 stainless steel) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2.4 The geometry of specimens (Stainless steel) 
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Fig.2.5 Stress-strain curves of intermittent creep tests 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2.6 Stress-strain curves of intermittent creep and unloaded creep 
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Fig.2.7 Stress-strain curve of cyclic loading after creep test 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2.8 Stress-strain curve of cyclic loading after pure tension 
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Fig.2.9 Maximum peak stress versus the number of cycles during cyclic loading 
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2.4 結言 

本章では、本研究で行った実験に用いた実験装置について述べた後、巨視的

粘塑性構成式の構築に際して必要となる背応力の性質について検討した。具体

的には、オーステナイト系ステンレス鋼 SUS304 材を用いて室温下における塑性

変形と断続的なクリープ変形の結果を比較することにより以下の結論を得た。 

（１）純粋引張試験と断続的なクリープ試験より、応力－ひずみ曲線は非弾性

ひずみ量自体に依存し、そのひずみが生じた負荷様式には依存しない。 

（２）純粋引張りとクリープ変形後の一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷試

験より、繰返し負荷におけるループ端応力のサイクル毎の推移は、ほぼ等しい。 

（３）以上のことから、室温下におけるオーステナイト系ステンレス鋼 SUS304

材の塑性変形とクリープ変形による背応力の移動量はほぼ等しいと考えられる。
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第３章 

 

現象論的粘塑性構成式の構築 

 

3.1 緒言 

 実験結果に基づく現象論的なマクロ構成モデルは、ある程度の共通点や等価

性を持ちながらも様々な形式で発展してきた[78-81]。20 世紀初頭から線形粘弾

性と粘性流体の基本概念では分類できない粘性材料の存在が明らかとなってい

たが、主に速度非依存型の塑性構成モデルが研究されていた。しかしながら、

高温変形や衝撃などが工業的に重要となるとともに、より任意の変形挙動が記

述できる粘塑性構成式の重要性が認識され、盛んに構築・改良が行われている。 

本章では、粘塑性ポテンシャルに基づき粘塑性構成モデルを構築する。 
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3.2 現象論的粘塑性構成式の構築 

時間依存性材料の変形挙動を記述するための構成式を構築する。本構成式は

粘塑性変形に伴う降伏曲面の中心移動と降伏曲面の大きさ変化、さらに負荷速

度依存性を考慮した粘塑性構成式である。したがって、例えば繰返し負荷とク

リープ変形を連続的に組み合わせたような複雑な負荷に対しても、全く同一の

式と材料パラメータで統一的に記述可能である。 

微小ひずみを仮定すると、全ひずみ速度εは弾性ひずみ速度 eε と粘塑性ひずみ

速度 vε の和で与えられる。 

 e v= +ε ε ε       (3.1) 

弾性ひずみはフックの法則に従う。 

まず粘塑性ポテンシャルを次式で仮定する。 

 

  
1

1

nH RF
n H

σ +−
=

+
     (3.2) 

 

ここで nとH は材料定数、 は ( )1
2= +x x x で定義される MacAuley 括弧であ

る。また、R は流れ応力であり後に定義する。σ は異方性を考慮した von Mises

型の相当応力であり次式で定義される。 

 

  ( ) ( )
1

23
2

σ  = − − 
 

σ X :C : σ X     (3.3) 

 

ここで、“:”は２階縮約のテンソル積を示している。また、σとXはそれぞれ、

応力テンソルと背応力テンソルである。Cは粘塑性変形により誘起される異方

性を示す４階のテンソルであり、Ishikawa[83]の定式化による次式を用いる。 

 

 = +C I A       (3.4) 

 

ここで、 Iは４階の等方テンソルであり、クロネッカーのデルタを用いて 
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1 2
2 3ijkl ik jl il jk ij klI δ δ δ δ δ δ = = + − 
 

I    (3.5) 

 

一方、式(3.4)中のAは次式で定義されている。 

 

 ( ){ }1 2exp 1
v v

v v
v v

A A⊗
= −

⊗
ε εA ε ε
ε ε

   (3.6) 

 

ここで、 1A と 2A は材料定数であり、⊗はテンソル積を示している。 

垂直則を用いることにより粘塑性ひずみ速度は次式となる。 

 

  ( )3
2

n
v F R

H
σ

σ
∂ −

= = −
∂

ε C: σ X
σ

   (3.7) 

 

ところで、粘塑性仕事速度は 

 

 ( )v v vW σ ε= = −σ X : ε      (3.8) 

 

により定義される。式(3.7)を式(3.8)に代入すると、 

 

( ) ( )3
2

n n
v R R

H H
σ σσ ε σ

σ
− −

= − − =σ X :C : σ X  (3.9) 

 

であるから次式が得られる。 

 
n

v R
H

σε −
=       (3.10) 

 

つぎに、式(3.7)と式(3.10)から、流れ則が次式で与えられる。 

 

 ( )3
2

v
v ε

σ
= −ε C: σ X      (3.11) 
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 式(3.2)、(3.7)、(3.9)、(3.10)中の流れ応力 R は、様々な巨視的構成式で用いら

れている累積相当粘塑性ひずみの関数である次式により仮定する。 

 

  0 1 exp
vd

R R
c

ε
γ

    = − −     

∫
    (3.12) 

 

ここで 0R 、γ 、 cは材料定数である。 

式(3.10)から相当応力は次式となる 

 

 ( )
1

v nR Hσ ε= +      (3.13) 

 

ここで、右辺第２項はひずみ速度に依存した応力項であり、過応力または粘性

応力と呼ばれている。次に式(3.13)を時間微分すると次式が得られる。 

 

 ( )
1v n

v nHR
n
εσ ε

−
= +      (3.14) 

 

一方、式(3.3)の微分は 

 

 ( ) ( ) ( )3 3
2 4

σ
σ σ

= − + − −σ X :C :σ σ X :C : σ X  

     ( )3
2σ

− −σ X :C : X  (3.15) 

 

ここで、背応力の移行式として、次式に示す Ziegler の発展式を用いる。 

 

 ( ) µ= −X σ X       (3.16) 

 

式(3.16)を式(3.15)に代入すると、 
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 ( ) ( ) ( )3 3
2 4

σ
σ σ

= − + − −σ X :C :σ σ X :C : σ X  

     ( ) ( )3
2

µ
σ

− − −σ X :C : σ X  

( ) ( ) ( )3 3
2 4

σµ
σ σ

= − + − − −σ X :C :σ σ X :C : σ X  (3.17) 

 

式(3.14)と式(3.17)から、µは次式で示される。 

 

 ( ) ( ) ( )3 3
2 4

µ
σ σ

= − + − −σ X :C :σ σ X :C : σ X  

     ( )
1 n

n
v

vH R
n
ε ε
σ σ

−

− −  (3.18) 

 

式(3.18)を式(3.16)に代入することにより、背応力の移行式は具体的に次式となる。 

 

 ( ) ( ) ( )3 3
2 4σ σ

= − + − −


X σ X :C :σ σ X :C : σ X  

      ( ) ( )
1 n

n
v

vH R
n
ε ε
σ σ

− 
− − −


σ X  (3.19) 

 

Armstrong-Frederick 則[82]のような背応力の発展則を用いた構成式では、応力

－ひずみ曲線の非線形性が背応力を非線形に移行させることにより得ることが

できる。一方、本構成式では背応力の移行式を相当応力の時間微分と背応力の

移動方向を与える Ziegler 則により導出されていることから、 応力－ひずみ曲線

の非線形性を直接表現することができず、塑性係数を決定する式の導入が必要

である。すなわち、本構成式における背応力は、巨視的な応力－ひずみ挙動を

表現するための式と内部関数変化の結果から自然に得ることができる。 

本研究では、単純に塑性係数を表すため累乗則型の次式を用いることにする。 

 

 
ˆˆ ˆ

m
v K

E D
σε σ =  

 
      (3.20) 

 

ここで、 E は縦弾性係数、K は材料定数を示す。また、m とDはそれぞれ後に

定義する硬化指数と参照応力を示している。σ̂ と ˆvε はそれぞれ式(3.21)と(3.22)
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で定義される。 

 

 

1
23ˆ

2
s R s Rσ σ σ    ′ ′ ′ ′= − ⋅ −    

    
X X    (3.21) 

 

 ( ) ( ){ }
1

2ˆv v R v Rε = − ⋅ −ε ε ε ε     (3.22) 

 

ここで、“ ⋅”はテンソルのスカラー積を示している。また、 s′σ と R′X はそれぞ

れ、 sσ と RX の偏差応力テンソルである。 sσ 、 RX および Rε はそれぞれ、準静的

応力、残留背応力、残留粘塑性ひずみを示している。まず、準静的応力とはひ

ずみ速度が極限まで 0 に近い場合の応力－ひずみ関係を仮定した場合の各ひず

み量での応力値を示し、幾つかのひずみ速度による実験結果より予測される。 

次に、残留背応力と残留粘塑性ひずみにより表される“記憶点”を定義する。

すなわち、負荷方向が変化し有効応力が降伏応力以下（弾性変形）となった時

点で、その瞬間の粘塑性ひずみ vε と背応力Xが“記憶点”として、それぞれ残

留背応力 Rε および残留粘塑性ひずみ RX に代入される。そして、再び降伏した後

の負荷では、この記憶点が負荷原点として式(3.20)、(3.21)、(3.22)を用いて応力

－ひずみ曲線が記述される。 

記憶点は再度負荷方向が変化するまでの間、その値が保たれるため式(3.20)の

時間微分は次式となる。 

 

 ( ) ˆˆ ˆ1
m

v K m
E D

σε σ = +  
 

     (3.23) 

 

したがって、塑性係数G は次式となる。 

 

  ( )ˆ ˆ
1 1

ˆ

m

v

KG m
E D

σ σ
ε

   = = +  
   

    (3.24) 

 

式(3.20)、(3.23)、(3.24)中のm とDはそれぞれ、“記憶点”における累積相当粘塑
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性ひずみの関数として、次式により仮定される。 

 

 1 exp
v

i
i h

h

d
D D

a

ε
α

    = − − 
    

∫
    (3.25) 

 

 1 exp
v

i
i

d
m m

b

ε
β

    = − − 
    

∫
    (3.26) 

 

ここで、 iD 、 hα 、 ha 、 im 、β 、b は材料定数である。なお、 v

i
dε∫ 、 iD と im に

含まれる iは、 i番目の負荷を示し、負荷方向変化時に値が変化する。しかしな

がら、通常の材料の場合は iD と im に関しては 2i ≤ 番目までに値が収束し以後 2D

と 2m と同じ値が用いられる。これらの材料定数の変化は、変形誘起異方性によ

るものと考えられる。すなわち、式(3.25)、(3.26)で異方性が考慮されているため、

式(3.21)、(3.22)へさらに異方性係数を含める必要が無くなっている。 
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3.3 構成式の基本的な概念について 

ここで、構築した粘塑性構成モデルによる粘塑性変形の記述に関して説明す

る。まず、式(3.20)、(3.23)、(3.24)のいずれかにより、“記憶点”からの準静的な

応力－ひずみ関係が決定される。ここで、応力速度と準静的応力速度の方向が

等しいと仮定すると、応力は準静的応力に過応力（式 (3.13)の右辺第２項

( )
1

nvH ε ）を加えることにより求まる。また、背応力は式(3.19)により計算され

る。図 3.1 は、応力空間における“記憶点”を中心とする準静的応力曲面と背応

力を中心とする粘塑性降伏曲面の関係を模式的に示している。 

 簡単のため等方性を仮定すると、単軸状態では式(3.13)は ( )
1

nvX R Hσ ε= + +

となる。すなわち、応力は背応力 X 、流れ応力R 、過応力 ( )
1

nvH ε の和で表され

ることがわかる。これを模式的に示したのが図 3.2 である。図 3.2 の実線、破線、

一点鎖線はそれぞれ、単軸引張りにおける応力－ひずみ曲線、準静的応力－ひ

ずみ曲線および背応力－ひずみ曲線を示している。すなわち、等方性単軸状態

においては、準静的応力 sσ が背応力 X と流れ応力R の和により表されることが

わかる。他方、より一般の負荷状態においては、それぞれの関係式はさらに複

雑となるが、基本的な概念は不変である。 

 さらに、単軸等方状態においてひずみ速度非依存とし、移動硬化と等方硬化

を省略した場合は、式(3.20)だけを考慮すればよく、さらに式中の ˆvε とσ̂ は通常

の非弾性ひずみと応力に置き換わり、Dとm も定数となり累乗則と完全に一致

する。したがって、本構成式は解析対象により重要ではない効果を段階的に省

略可能であり、パラメータフィッティングや解析時間に要する時間を容易に低

減させることができる。 
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Fig.3.1 Schematic diagram of the constitutive model in the stress space 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3.2 Schematic diagram of the concept of stress components 
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3.4 結言 

本章では、粘塑性ポテンシャルと累乗則に基づき統一型粘塑性構成式の一般形

を導出した。本構成式の特徴は以下のとおりである。 

（１）粘塑性ポテンシャルから導出される関係式と累乗則型の構成式を用いる

ことにより、背応力の移行式が導き出される。 

（２）背応力の“記憶点”を仮定することにより、繰返し塑性であっても“記

憶点”を負荷原点と見なし、累乗則による純粋引張試験と同様の計算が行える。 

（３）ひずみ速度依存性、移動硬化、等方硬化等の段階的な省略を行うことが

可能であり、最も単純な形では累乗則と一致する。
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第４章 

 

現象論的構成式の記述性検証 

 

4.1 緒言 

 構築した現象論的構成モデルの精度評価は、実機に想定される負荷の記述性

により行うことができる。対象と使用環境により負荷履歴は無限に考えられる

が、特に重要な負荷については、実験的・理論的に盛んに研究されている。ま

ず、粘塑性構成モデルである以上は純粋引張り、クリープ、繰返し塑性を記述

可能であることは最低限必要であるが、繰返し塑性の振幅依存性や複雑な履歴

を適切に記述する試みが盛んである[84-86]。また、圧力容器やボルト等が平均

応力 0MPa 以外の条件で繰返し負荷を受けると、非弾性ひずみが蓄積される。こ

の蓄積されたひずみは、ラチェットひずみと呼ばれ、定量的な予測が必要であ

り多くの研究がなされている[87-92]。さらに、過酷な環境下で使用される部材

については高温変形が支配的となり、高温クリープの適切な予測能力向上は重

要な課題である[93-97]。 

本章では、前章で構築した粘塑性構成式の適用性を検証するため、以下の実

験結果の記述を行う。まず、オーステナイト系ステンレス鋼を用いて塑性とク

リープの相互作用を含む単軸負荷試験への適用について示す。次に、同じステ

ンレス鋼を用いた二軸ラチェット試験への適用例を示す。最後に銅材を用いた

高温変形への適用を示す。 



第４章 現象論的構成式の記述性検証     32 
  

4.2 ステンレス鋼による単軸実験結果による検証 

4.2.1 試験片と実験方法 

 本実験で使用した試験片は 2.3.2 節で用いたものと同一である。ひずみの測定

は、すべて単軸ひずみゲージを用いた。 

 本実験では以下の４種類の実験を行った。 

（１）純粋引張り試験：応力速度 0.5 および 5MPa/sec の純粋引張り試験を行っ

た。 

（２）純粋クリープ試験：応力速度 5MPa/sec の引張りにより 250、275、300MPa

の各応力レベルに到達後 300 秒間保持するクリープ試験をそれぞれ行っ

た。 

（３）一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷中のクリープ試験：一定ひずみ振

幅引張・圧縮繰返し負荷で応力－ひずみ関係が安定後に、いくつかの応

力レベルで 300 秒間のクリープ試験をそれぞれ挿入する。図 4.1 はその説

明図であり、実線が繰返し負荷の応力－ひずみ曲線を示している。例え

ば、図 4.1 中の A、B 点で応力を一定に保つことにより破線で示したよう

にクリープひずみが生ずる。繰返し負荷中のクリープ試験の実験条件を

表 4.1 に示す。ひずみ振幅 0.25、0.375%の場合は、繰返し負荷のひずみ速

度を 0.01%/sec で行い、その後 100、200、250MPa の３種類の応力レベル

でクリープ試験を行った。ひずみ振幅 0.5%の場合は、ひずみ速度 0.1、0.01、

0.001%/sec により繰返し負荷を行い、その後それぞれ 100、200、250、

275MPa の４種類の応力レベルでクリープ試験を行った。 

（４）繰返し負荷のループ端を越える応力でのクリープ試験：一定ひずみ振幅

引張・圧縮繰返し負荷で応力－ひずみ関係が硬化安定後に、ループ端応

力を超える応力で 300 秒間のクリープ試験を行った。図 4.1 中の一点鎖線

は繰返し負荷後の引張り負荷の応力－ひずみ曲線を示している。また、

図4.1中のC点で応力を一定にすることにより繰返し負荷のループ端を超

える応力でのクリープ試験を行った。表 4.2 はこのときの実験条件を示し
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ている。ひずみ振幅 0.25%では 10、30、60 回の繰返し負荷後に 300MPa、

ひずみ振幅 0.375%では 10、25、45 回の繰返し負荷後に 325MPa、ひずみ

振幅 0.5%では 10、20、30 回の繰返し負荷後に 350MPa の応力レベルでク

リープ試験を行った。 

 

4.2.2 単軸負荷形の粘塑性構成式 

 本実験は単軸負荷であるため、前章で構築した構成式の一般形を単軸形へ単

純化する。以下に単軸形の粘塑性構成式を示す。 

まず、式(3.3)、(3.8)はそれぞれ式(4.1)、(4.2)となる。 

 

 
3
2 t t tC Xσ σ= −      (4.1) 

 

 ( )3 sign
2

v v
t t t tC Xε ε σ= −     (4.2) 

 

ここで、 tC 、 tσ 、 tX 、 v
tε はそれぞれ、異方性係数、応力、背応力、粘塑性ひず

み速度の単軸成分を示している。また、 ( )sign は ( )sign =x x x で定義される。

異方性係数の単軸成分は式(3.24)、(3.25)、(3.26)より、 

 

 ( )( ){ }2

1 2
2 exp 1
3

v
t tC A A ε= − −     (4.3) 

 

と表示される。したがって、式(3.7)は式(4.1)、(4.2)を用いて次式で表される。 

 

( )
3
2 3 sign

2

n

t t tv
t t t t

C X R
C X

H
σ

ε σ
− −

= −   (4.4) 

 

また、式(3.18)、(3.19)はそれぞれ式(4.5)、(4.6)となる。 

 

 ˆ s R
t tXσ σ= −       (4.5) 
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 ˆv v R
t tε ε ε= −       (4.6) 

 

ここで、 s
tσ 、 R

tX 、 R
tε はそれぞれ、準静的応力 sσ 、残留背応力 RX 、残留粘塑性

ひずみ Rε の単軸成分を示している。式(4.5)、(4.6)を式(3.17)に代入すると次式が

得られる。 

 

 

ms R
t tv R s R

t t t t

XK X
E D

σ
ε ε σ

 −
 − = −
 
 

   (4.7) 

 

なお、式(3.9)、(3.22)、(3.23)に示した内部関数については、累積相当粘塑性ひず

み増分が粘塑性単軸ひずみの絶対値増分に置き換えた以下の形となる。 

 

 0 1 exp
v
td

R R
c

ε
λ

    = − −     

∫
    (4.8) 

 

 1 exp
v
ti

i h
h

d
D D

a

ε
α

    = − − 
    

∫
    (4.9) 

 

1 exp
v
ti

i

d
m m

b

ε
β

    = − − 
    

∫
    (4.10) 

 

以上の式中に含まれる材料パラメータは簡単な実験結果に基づき決定される。 

 

4.2.3 実験結果および考察 

（１）純粋引張り試験 

 図 4.2 に示している○、□印はそれぞれ応力速度 5、0.5MPa/sec による純粋引

張り試験の応力－ひずみ曲線である。速度依存性により応力－ひずみ曲線が異

なっていることがわかる。純粋引張り試験の結果より、粘塑性構成式中に含ま

れる材料パラメータを表 4.3 に示すように決定した。図 4.2 の実線、一点鎖線は、

それぞれ粘塑性構成式による計算の結果得られた応力－ひずみ曲線と背応力－
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ひずみ曲線である。図 4.2 より、実験と計算の応力－ひずみ曲線がよく一致して

いること、および背応力は応力速度が違ってもほとんど変わらないことがわか

る。 

（２）純粋クリープ試験 

図 4.3 の○、□、◇印は応力速度 5MPa/sec による純粋引張り負荷を行い、応

力がそれぞれ 250、275、300MPa に達した時点より 300 秒間のクリープ試験を行

った際のクリープ曲線である。また、図 4.3 の実線は粘塑性構成式による計算結

果である。実験結果と計算結果は全体的によく一致している。 

（３）一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷中のクリープ試験 

図 4.4 はひずみ振幅 0.5%、ひずみ速度 0.01%/sec の引張・圧縮繰返し負荷で応力

－ひずみ関係が安定後に図 4.4 の a～d 点の各応力レベルで 300 秒間のクリープ

試験を挿入したときの応力－ひずみ関係を示す。ここで a～d点はそれぞれ 100、

200、250、275MPa の応力レベルである。粘塑性構成モデルにより本実験の計算

を行うためには、まず引張・圧縮繰返し負荷の計算を行う必要がある。図 4.5 に

一例としてひずみ振幅 0.5%、ひずみ速度 0.01%/sec の引張・圧縮繰返し負荷で

応力－ひずみ関係が安定後の 10 サイクル目の応力－ひずみ曲線を示す。○印が

実験結果で実線が計算結果、一点鎖線が計算により得られる背応力を示してい

る。すべてのひずみ速度・ひずみ振幅における計算から粘塑性構成式中の材料

パラメータのうち iD が、ひずみ速度とひずみ振幅に依存することがわかった。

そこで、最初の負荷、最初の負荷方向変化後の負荷、２度目の負荷方向変化後

以降の負荷で、それぞれ以下に示す 1D 、 2D 、 3D≥ と変化させる。 

 

 1 4225.2 1 0.094exp
2.1 10

v

D ε
−

   = − −  ×   
   (4.11) 

 

2 4250.2 1 0.042exp
2.6 10

v

D ε
−

   = − −  ×   
   (4.12) 

 

3 41 0.034exp
7.2 10

v

D d ε
≥ −

   = − −  ×   
   (4.13) 



第４章 現象論的構成式の記述性検証     36 
  

 

上式(4.13)中の d は粘塑性ひずみ範囲
1 2

v v v
t ti i

d dε ε ε
− −

∆ = −∫ ∫ の関数となり、式

(4.14)のように表される。ここで、
1

v
ti

dε
−∫ は 1i − 回の負荷反転までの累積粘塑性

ひずみ、
2

v
ti

dε
−∫ は 2i − 回の負荷反転までの累積粘塑性ひずみである。 

 

3245.3 1 0.48exp
1.2 10

v

d ε
−

  ∆ = − −  ×   
   (4.14) 

 

 さらに、材料パラメータ im は、最初の負荷方向変化後の負荷で 2 5.67m = 、２

度目の負荷方向変化後以降の負荷で 3 5m≥ = と変化させた。 

 図 4.6 はループ内クリープ試験のクリープ曲線であり、○、□、◇、×印はそ

れぞれ 100、200、250、275MPa の応力レベルでのクリープ試験の実験結果、実

線が計算結果である。実験結果と計算結果が非常によく一致している。また、

表 4.1 に示した他の実験条件でも全ての条件で同様に、本粘塑性構成式により実

験結果をよく記述できた。例えば図 4.7 の○、□、◇、×印はそれぞれ、同一応

力レベル 250MPa において、ひずみ振幅とひずみ速度を、0.375%と 0.01%/sec、

0.5%と 0.001%/sec、0.5%と 0.01%/sec、0.5%と 0.1%/sec として行った繰返し負荷

中のクリープ試験の実験結果である。図 4.7 中の実線は計算結果を示しており、

ひずみ振幅やひずみ速度の異なる条件であっても、粘塑性構成モデルでよく記

述できていることがわかる。 

（４）繰返し負荷のループ端応力を超える応力でのクリープ試験 

 図 4.8 は、ひずみ振幅 0.25%、ひずみ速度 0.01%/sec による引張・圧縮繰返し

負荷の応力－ひずみ関係安定後に、引張り側のループ端から応力速度 5MPa/sec

で繰返し負荷中の最大応力を超える 300MPa まで負荷した後、300 秒間保持しク

リープ試験を行った実験の応力－ひずみ曲線である。図 4.8 の○、□、◇印はそ

れぞれ、繰返し予負荷が 10、30、60 サイクル後の応力－ひずみ曲線であり、図

中の A 点はクリープ開始点、B、C、D 点はそれぞれ 60、30、10 サイクル予負

荷後の 300 秒のクリープ試験終了点を示している。図 4.8 から、繰返し回数にか
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かわらず、クリープ開始点 A までの応力－ひずみ曲線は一定であることがわか

る。 

 まず、クリープ開始までの応力－ひずみ曲線の計算を試みた。図 4.8 中の実線

が応力－ひずみ曲線の計算結果で、一点鎖線が背応力－ひずみ曲線である。粘

塑性構成式により実験で得られた応力－ひずみ曲線がよく記述できている。 

図 4.9 の○、□、◇印はそれぞれ 10、30、60 サイクルの繰返し予負荷後のク

リープ試験により得られたクリープ曲線である。図 4.9 より、繰返し負荷後のク

リープひずみは、繰返し負荷のサイクル数が増加することにより減少している

ことがわかる。クリープひずみの減少要因としては、有効応力の減少が考えら

れるが、図 4.8 でクリープ開始までの応力－ひずみ曲線が繰返し回数によらず一

定であったこと、および第２章で示した塑性とクリープの背応力の等価性を考

慮すると、後続クリープ開始時の有効応力は、繰返し回数にかかわらず一定で

あると考えられる。そこで、繰返し回数の違いによる後続クリープひずみの変

化を表すため、構成式中に繰返し負荷により蓄積される仕事の関数を導入し、

後続クリープの記述を試みた。 

 まず、これまでの負荷条件では一定としていた式(3.2)中の材料パラメータH

を、繰返し予負荷の安定時ループ端応力を超える負荷の場合には、繰返し予負

荷中に蓄積される累積粘塑性仕事の関数として次式のように表す。 

 

1
0 1 exp

17

v

i
dW

H h φ −
    = − − 

    

∫
    (4.15) 

 

式(4.15)中の 0h 、φは、繰返し予負荷とその後のクリープ開始までの負荷による

粘塑性ひずみ範囲 vε∆ の関数であり、それぞれ式(4.16)、(4.17)で表される。粘塑

性ひずみ範囲 vε∆ を図 4.8 中に図示する。 

 

0 156 0.00042exp
0.00075

v

h ε ∆
= +  

 
    (4.16) 
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0.00790.175 exp
0.00072

vεφ
 ∆ −

= +  
 

    (4.17) 

 

以上の式を用いて繰返し負荷後の後続クリープ試験の計算を行った。図 4.9 に実

線で繰返し予負荷後のクリープ曲線の計算結果を示す。実験結果と計算結果が

よく一致している。また、表 4.2 に示した他の実験条件の結果を図 4.10 に示す。

図 4.9 と図 4.10 より、全ての実験条件において繰返し負荷後のクリープ試験の

実験結果を粘塑性構成式により記述可能であることがわかる。 
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Table 4.1 Test conditions of intermittent creep tests 

 

 

 

 

Table 4.2 Test conditions of subsequent creep tests 

 

 

 

 

Table 4.3 Material constants 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.1 Schematic diagram of intermittent creep and subsequent creep 

Strain amplitude, % 0.25 0.375 0.5
Strain rate, %/sec 0.1, 0.01, 0.001
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Fig.4.2 Stress-strain curves of pure tensile tests 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.3 Creep curves of pure creep tests 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 0.5 1 1.5 2

 5  MPa/sec
 0.5MPa/sec
 Calculation
 Back stress

5MPa/sec

0.5MPa/sec

0.5MPa/sec

5MPa/sec

Strain , %

St
re

ss
 , 

M
Pa

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0 50 100 150 200 250 300

250MPa
275MPa
300MPa

 Calculation

Time , sec

C
re

ep
 st

ra
in

 , 
%



第４章 現象論的構成式の記述性検証     41 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.4 Stress-strain curve of intermittent creep test during cyclic loading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.5 Stress-strain curve of cyclic loading 

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

-0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4 0.6

a

b

c d

Strain , %

St
re

ss
 , 

M
Pa

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

-0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4 0.6

Experiment
Calculation
Back stress

Strain , %

St
re

ss
 , 

M
Pa



第４章 現象論的構成式の記述性検証     42 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.6 Creep curves of intermittent creep tests (Strain amplitude = 0.5%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.7 Creep curves of intermittent creep tests (Creep stress = 250MPa) 
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Fig.4.8 Stress-strain curve of subsequent creep test 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.9 Subsequent creep curves after cyclic preloading (Strain amplitude = 0.25%) 
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Fig.4.10 Subsequent creep curves after cyclic preloading 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 50 100 150 200 250 300

0.5% After 10

0.5% After 20

0.5% After 30

0.375% After 10

0.375% After 25

0.375% After 45

 Calculation

Time , sec

C
re

ep
 st

ra
in

 , 
%



第４章 現象論的構成式の記述性検証     45 
  

4.3 ステンレス鋼による二軸負荷試験による検証 

4.3.1 試験片と実験方法 

 本実験で使用した試験片形状は 2.3.2 節および 4.3.1 節で用いたものと同一で

ある。ひずみの測定は２軸ひずみゲージを用いた。 

 図 4.11 に本実験で行った二軸ラチェット試験の負荷状態を模式的に示す。ま

ず、図 4.11 中に破線で示すように引張・圧縮方向に一定応力（以下、重畳応力

と呼ぶ）を試験片に加える、次に図 4.11 中に実線で示すように一定せん断ひず

み振幅、一定せん断ひずみ速度による繰返しねじり負荷をせん断応力－せん断

ひずみ関係が安定するまで加える。その際、引張・圧縮方向に生ずるひずみを

ラチェットひずみとして測定する。実験は表 4.4 に示す実験条件で計 13 種類の

二軸ラチェット試験を行った。 

 

4.3.2 二軸負荷状態の粘塑性構成式 

 本実験は二軸負荷であるため、前章で構築した構成式の一般形を二軸状態へ

単純化可能である。以下に二軸状態の粘塑性構成式を示す。 

まず、式(3.3)は、二軸状態では次式となる。 

 

 ( ) ( )( ) ( )
1

2
2 23 6 6

2 t t t ts t t s s sC X C X X C Xσ σ σ τ τ = − + − − + − 
 

 

        (4.18) 

ここで、 tsC 、 sC 、τ 、 sX はそれぞれ、異方性係数の 1112 1121 1211 2111C C C C= = = 、

1212 1221 2112 2121C C C C= = = 、応力および背応力のせん断成分を示している。また、

式(3.8)については、単軸方向およびせん断方向がそれぞれ式(4.19)、(4.20)となる。 

 

 ( ) ( )3 3
2

v
v
t t t t ts sC X C Xεε σ τ

σ
 = − + − 
 

   (4.19) 

 

 ( ) ( ){ }3 6
v

v
ts t t s sC X C Xεγ σ τ

σ
= − + −    (4.20) 
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ここで、 vγ は粘塑性せん断ひずみ速度を示している。異方性係数 tsC および sC は

式(3.24)、(3.25)、(3.26)よりそれぞれ、 

 

 ( ) 2
1sign exp 1

2
v v v v

ts t t
AC Aε γ ε γ  = −  

  
   (4.21) 

 

 ( )22
1

1 + exp 1
2 2

v
s

AC A γ  = −  
  

    (4.22) 

 

と表示される。したがって、式(3.7)と式(4.18)～(4.22)を用いて、応力とひずみ成

分が全て求まる。 

また、式(3.18)は式(4.23)となる。 

 

 ( ) ( ){ }
1

22 2
ˆ 3s R s R

t t sX Xσ σ τ= − + −     (4.23) 

 

ここで、 sτ と R
sX はそれぞれ、準静的応力 sσ 、残留背応力 RX のせん断成分を示

している。式(4.23)を式(3.20)に代入すると次式が得られる。 

 

 ( ) ( ) ( ){ }ˆ 1ˆ 1 3
ˆ

m
v v s R s R s

t t t s
K m X X
E D

σε ε σ σ τ τ
σ

 = = + − + − 
 

 (4.24) 

 

以上、式(4.18)～(4.24)と式(3.12)、(3.25)、(3.26)に示した内部関数、および式(3.10)

を用い、式中に含まれる材料パラメータを決定することにより、基本的な二軸

負荷の計算が可能である。しかしながら、二軸ラチェット試験のように非比例

負荷の場合には、比例負荷と比較して著しい硬化が生ずることがよく知られて

いる。したがって、非比例負荷の記述のために粘塑性構成式の修正を行う。 

 まず、式(3.13)に示した Ziegler 則を次式のように修正する。 

 

 ( ) µ= − +X σ X g      (4.25) 
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ここで、gは多軸非比例負荷により生ずる二次硬化を記述するための記憶項であ

り次式で仮定する。 

 

 exp
vv d

d d

εχ εχ
    = − −      

∫g ζ     (4.26) 

 

ここで、χ 、χ 、d はスカラー関数でありそれぞれ式(4.27)～(4.29)で定義される。 

 

 iji j
Xχ

≠
=∑       (4.27) 

 

iji j
Xχ

≠
=∑       (4.28) 

 

( )1 22 1 vd d H d ε= + − ∆δ σ     (4.29) 

 

ここで、 ( )H x は Heaviside 関数を表し、 0<x で ( ) 0H =x 、 0=x で ( ) 1 2H =x 、

0>x で ( ) 1H =x となる。また、式(4.29)中の 1d 、 2d は材料パラメータ、 δは

Kronecker のデルタを示す。 

一方、式(4.26)のζはテンソル関数であり、次式で定義される。 

 

 ( ){ } ( )( )3
1 2 4sign 1 2 1cc c c H= + − − −ζ δ σ σ δ σ   (4.30) 

 

ここで、 1c 、 2c 、 3c 、 4c は材料パラメータである。 

式(4.25)～(4.30)より背応力の移行式は次式となる。 

 

 ( ) ( ) ( ) ( )2 2

3 3
2 4

R
σ σ σ

 = − − + − − − 
 

X σ X :C : σ g σ X :C : σ X  

( )× − +σ X g  (4.31) 

 

また、式(3.26)中の材料パラメータ im は、非比例負荷では式(4.32)に示す応力速
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度と有効応力がなす角（非比例角）を用い、式(4.33)より計算されると仮定する。 

 
( )

( ) ( )

2

sin 1θ
 − ⋅
 = −
 − ⋅ − ⋅ 

σ X σ
σ X σ X σ σ

   (4.32) 

 

00 01 sinim m m θ= −      (4.33) 

 

ここで、 00m 、 01m は材料パラメータである。構成式中の材料定数は実験結果よ

り表 4.5 に示すように決定した。 

 

4.3.3 実験結果および考察 

（１）非比例負荷の影響 

 図 4.12 と図 4.13 はそれぞれ軸方向に重畳応力 0MPa および 100MPa の一定応

力を加え相当ひずみ速度 0.01%/sec、相当ひずみ振幅 0.5%で 30 サイクルの繰返

しねじり負荷試験を行った際のせん断応力－せん断ひずみ曲線である。図 4.12

と図 4.13 を比較すると、重畳応力が加わることで、繰返し硬化が大きくなって

いることがわかる。これは重畳応力が作用する二軸ラチェット試験は、応力テ

ンソルの主軸が繰返し負荷中に回転するいわゆる非比例負荷であり、その影響

が表れているためと考えられる。図 4.14 と図 4.15 はそれぞれ、図 4.12 と図 4.13

に示した結果の計算結果である。重畳負荷の有無による繰返し負荷に伴う応力

－ひずみ関係の違いがよく記述できている。また、図 4.16 は繰返し負荷中のル

ープ端せん断応力のサイクル毎の変化を示している。図 4.16 の○、×印はそれ

ぞれ重畳応力 0MPaおよび 100MPaでの実験結果、実線は計算結果を示している。

ループ端せん断応力が飽和安定するまでに要するサイクル数が重畳応力の有無

で大きく異なる様子を、粘塑性構成式による計算結果がよく表している。 

（２）ひずみ振幅依存性 

 図 4.17 の実線、破線、一点鎖線はそれぞれ、相当ひずみ振幅を 0.75、0.5、0.25%

とし、相当ひずみ速度 0.01%/sec、軸方向に重畳応力 100MPa を加えて 30 サイク
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ルの繰返しねじり負荷を与えた実験のラチェットひずみ－せん断ひずみ曲線を

示している。図 4.17 より繰返しねじり負荷中にラチェットひずみが蓄積してい

く様子がわかる。図 4.18 は図 4.17 の実験におけるラチェットひずみと繰返し回

数の関係を示している。図 4.17 および図 4.18 より、ひずみ振幅が大きくなると

ラチェットひずみも大きくなることがわかる。また、図 4.18 中の実線は粘塑性

構成式による計算結果であり、実験結果をよく記述している。 

（３）ひずみ速度依存性 

 図 4.19 の○、□、◇印はそれぞれ、相当ひずみ速度を 0.1、0.01、0.001%/sec

とし、相当ひずみ振幅 0.5%、軸方向に重畳応力 100MPa を加えて 30 サイクルの

繰返しねじり負荷を与えた実験のラチェットひずみとサイクル数の関係を示し

ている。図 4.19 より、ひずみ速度が小さくなると生ずるラチェットひずみは大

きくなっていることがわかる。また、図 4.19 中の実線は粘塑性構成式による計

算結果であり、実験結果の速度依存性をよく表していることがわかる。 

（４）重畳応力依存性 

 図 4.20 の○、□、◇、△、＋、▲、◆、■、●印はそれぞれ、軸方向に重畳

応力+130、+100、+65、+30、0、-30、-65、-100、-130MPa を加え、相当ひずみ

速度 0.01%/sec、相当ひずみ振幅 0.5%で 30 サイクルの繰返しねじり負荷を与え

た実験のラチェットひずみとサイクル数の関係を示している。プラスの重畳応

力は引張り、マイナスの重畳応力は圧縮負荷を表す。図 4.20 より、重畳応力の

絶対値が大きくなるとラチェットひずみも大きくなること、また、絶対値の等

しい重畳応力で比較した場合、引張負荷を加えた方が圧縮負荷を加えた場合よ

りも大きなラチェットひずみが生ずることがわかる。さらに図 4.21 の◇は重畳

応力 0MPa の実験結果を拡大したものであるが、重畳応力 0MPa の場合において

も無視することのできないラチェットひずみが引張方向に生じていることがわ

かる。以上の結果を粘塑性構成式により記述した結果を図 4.20 と図 4.21 中に実

線で示す。実験結果と計算結果はよく一致しており、重畳応力の負荷方向依存

性を含めて粘塑性構成式は二軸ラチェット変形を定量的に記述可能である。 
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Table 4.4 Test condition for biaxial ratchetting tests 

 

 

 

 

 

Table 4.5 Material constants 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.11 Schematic of biaxial ratchetting test 
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Fig.4.12 Equivalent stress-strain curve of cyclic torsional loading 

(Without superposed stress) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.13 Equivalent stress-strain curve of cyclic torsional loading 

(Superposed stress = 100MPa) 
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Fig.4.14 Model prediction of stress-strain curve in Fig.4.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.15 Model predictions of stress-strain curve in Fig.4.13 
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Fig.4.16 Equivalent peak shear stress versus the number of cycles during cyclic loading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.17 Axial ratchetting strain versus shear strain (Experiments) 
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Fig.4.18 Ratchetting strain versus the number of cycles (Strain range dependency) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.19 Ratchetting strain versus the number of cycles (Strain rate dependency) 
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Fig.4.20 Ratchetting strain versus the number of cycles  

(Superimposed stress dependency) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.21 Ratchetting strain versus the number of cycles (Without superimposed stress) 
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4.4 銅材による高温変形への適用性の検証 

4.4.1 試験片と実験方法 

 本実験で使用した供試材は Cu が 99.96%以上の無酸素銅(OFC)であり、外形

30mm、内径 16mm の継ぎ目無し円管である。その供試材より、外形 19mm、内

径 16mm、評点間距離 50mm の薄肉円管試験片に加工されたものを試験片として

用いた。図 4.22 に試験片形状を示す。また、加工時の残留応力を取除く目的で、

試験片は400℃で150分間保持後炉冷の真空応力除去焼鈍し処理を施した。また、

ひずみの測定には高温用箔ひずみゲージを用い、加熱装置として赤外線瞬間加

熱装置と温度制御装置を用いた。 

 本実験では以下の３種類の実験を行った。 

（１）引張・圧縮繰返し負荷試験：ひずみ振幅 0.25%、ひずみ速度 0.01%/sec に

よる引張・圧縮繰返し負荷試験を一定雰囲気温度 296、373、423、473K でそれ

ぞれ行った。 

（２）クリープ試験：クリープ試験は保持する応力レベルが同一であっても、

雰囲気温度により生ずるクリープひずみが大きく異なることから、雰囲気温度

ごとに表 4.6 に示す応力レベルで 1000 秒間のクリープ試験を行った。各応力レ

ベルに達するまでは、応力速度 5MPa/sec の引張り負荷とした。 

（３）階段的温度変化を伴う繰返し負荷試験：一定雰囲気温度下でひずみ振幅

0.25%、ひずみ速度 0.01%/sec による引張・圧縮繰返し負荷試験を行った後、さ

らに雰囲気温度を変化させ一定雰囲気温度下で繰返し負荷試験を行い、繰返し

塑性変形の温度履歴依存性を測定する。試験は表 4.7 に示す２通りの温度履歴で

行った。 

 

4.4.2 単軸負荷形の粘塑性構成式 

 本実験は単軸負荷であるため、4.2.2 節に示した単軸状態の式を使用すること

ができる。しかしながら、本実験で取扱う高温状態では異方性係数の決定が困

難であることから、ここでは試験片を等方性材と仮定する。その結果、式(4.3)
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から導出される異方性係数は 2 3tC =  となり、式(4.1)、(4.2)、(4.4)はそれぞれ、

式(4.34)、(4.35)、(4.36)と表される。 

 

 t tXσ σ= −       (4.34) 

 

 ( )signv v
t t tXε ε σ= −      (4.35) 

 

( )sign
n

t tv
t t t

X R
X

H
σ

ε σ
− −

= −    (4.36) 

 

それ以外は、4.2.2 節に示した構成式と同一形である。 

 

4.4.3 実験結果および考察 

（１）引張・圧縮繰返し負荷試験 

 図 4.23 の○、□、◇、×印はそれぞれ、雰囲気温度 296、373、423、473K に

おけるひずみ振幅 0.25%、ひずみ速度 0.01%/sec で 60 サイクルの引張・圧縮繰

返し負荷を行った実験の引張り側ループ端応力とサイクル数の関係を示してい

る。図 4.23 より雰囲気温度が低いほど著しい繰返し硬化が生じていることがわ

かる。 

図 4.24 の○、□、◇、×印は図 4.23 の実験で応力－ひずみ関係が飽和収束し

たサイクル数での応力－ひずみ曲線を示している。図 4.24 からも、雰囲気温度

が低いほど収束後の応力が大きくなり、応力－ひずみ曲線の形状は大きく異な

ることがわかる。これらの実験結果より粘塑性構成式中の材料パラメータを決

定した。その結果、材料パラメータ中のH 、 0R 、E 、 2D 、 3D≥ は温度T (K)の関

数として次式のように表される。 

 

 6.6 0.16exp
100
TH  = +  

 
     (4.37) 
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0 105 3.52exp
174
TR  = −  

 
    (4.38) 

 

 143 0.06exp
174
TE  = −  

 
     (4.39) 

 

2 14.4 0.1exp
181
TD  = −  

 
     (4.40) 

 

3 49 1.9exp
221
TD≥

 = −  
 

     (4.41) 

 

また、他の材料定数は表 4.8 に示すように一定の値となった。 

 以上の材料定数を用いて繰返し負荷の計算を行った。図 4.23 と図 4.24 中の実

線は粘塑性構成式による計算結果である。図 4.23 より実験と同様に雰囲気温度

の違いによる繰返し硬化の様子がよく表されていることがわかる。また、図 4.24

より繰返し負荷により収束した応力－ひずみ曲線の雰囲気温度依存性について

も記述できていることがわかる。 

繰返し負荷中の応力－ひずみ曲線の計算について、図 4.23、4.24 で行った雰

囲気温度 296K による結果を図 4.25、4.26 に示す。図 4.25 は実験結果、図 4.26

は計算結果を示している。図 4.25 と図 4.26 を比較すると応力－ひずみ挙動につ

いても計算結果と実験結果はよく一致していることがわかる。 

（２）クリープ試験 

 図 4.27 の○、□、◇印はそれぞれ応力レベル 30、40、50MPa で雰囲気温度 296K

において行ったクリープ試験の結果を示している。また、図 4.28 の○、□、◇

印はそれぞれ応力レベル 30、35、40MPa で雰囲気温度 373K において行ったク

リープ試験の結果を示している。図 4.27 と図 4.28 より、いずれの雰囲気温度で

も応力レベルのわずかな違いにより生ずるクリープひずみは明確に異なる、強

い応力依存性が示されている。 

 図 4.29 の○、□、◇印は雰囲気温度をそれぞれ 296、373、473K として、応

力レベル 40MPa でクリープ試験を行った実験のクリープ曲線である。図 4.29 か
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らは、応力レベルが同じクリープ試験であっても、雰囲気温度が高くなると生

ずるクリープひずみは明らかに大きくなり、クリープ変形の雰囲気温度依存性

が示されている。 

 図 4.27、4.28、4.29 中の実線は、粘塑性構成式によるクリープ試験の計算結果

を示している。応力レベルの低いクリープ試験では、実験と計算結果に若干の

ずれが見られるが、全体としてはよく一致している。なお、表 4.6 に示した他の

実験条件についても粘塑性構成モデルにより同様な精度で記述できることを確

認している。 

（３）階段的温度変化を伴う繰返し負荷試験 

 図 4.30 と図 4.31 中の○印はひずみ振幅 0.25%、ひずみ速度 0.01%/sec による

引張・圧縮繰返し負荷を、表 4.7 に示した試験条件で温度変化させて行った実験

の引張り側のループ端最大応力とサイクル数の関係である。図 4.30 と図 4.31 よ

り、温度変化後ループ端応力は繰返し硬化または軟化を起こし徐々に一定値に

収束している。この収束値は、温度変化後の雰囲気温度における初期材を用い

て行った繰返し負荷のループ端応力収束値とほぼ等しい。このことは、銅材の

一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷において、繰返し硬化および軟化収束後

の応力－ひずみ曲線は温度変化後の雰囲気温度のみに依存し、温度履歴依存性

が認められないことを示している。 

 次に粘塑性構成式を用いて実験結果の記述を試みた。実験結果を考慮し、式

(4.8)中 v
tdε∫ で示した累積粘塑性ひずみが温度変化により０となるとし、式(4.8)

を次式に置き換える。 

 

( )0 0 0 1 exp
v
tpre cur pre

d
R R R R

c

ε
λ

    = + − − −     

∫
  (4.42) 

 

上式中、 0
preR と 0

curR はそれぞれ温度変化前と温度変化後現在の雰囲気温度での 0R

を示していて式(4.38)より求まる。なお、初期材による実験の場合は 0 0preR = とす

ると式(4.8)と一致する。式(4.42)を導入した粘塑性構成式による計算結果を図
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4.30 と図 4.31 中の実線で示す。計算により温度変化を伴う繰返し負荷の実験結

果をよく表していることがわかる。 
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Fig.4.22 The geometry of specimens (OFC) 

 

 

Table 4.6 Test condition for creep tests 

 

 

 

 

Table 4.7 Test condition for cyclic loading tests under temperature variation 

 

 

 

 

 

 

Table 4.8 Material constants 

 

 

 

 

 

200
50

1916 30

65

Temperature [K] 296 373 473
Stress level [MPa] 30, 40, 50 30, 35, 40 30, 40

Temperature [K] 423 473 423 373 423
Number of cycle 100 100 100 100 100
Temperature [K] 473 296 373 423 473
Number of cycle 100 70 50 50 30

Test 1

Test 2

K n D1 α β λ
0.05 10 12 0.8 0.1 0.8

m1 m2 m0 a b c
7.6 4.5 0.5 0.04 0.02 0.06
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Fig.4.23 Maximum peak stress versus the number of cycles 

(Temperature dependency) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.24 Stress-strain curves of cyclic loading 

(Temperature dependency) 
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Fig.4.25 Stress-strain curve of cyclic loading (Temperature = 296K) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.26 Model prediction of stress-strain curve of cyclic loading in Fig.4.23 

-150

-100

-50

0

50

100

150

-0.3 -0.2 -0.1 0 0.1 0.2 0.3
Strain , %

St
re

ss
 , 

M
Pa

-150

-100

-50

0

50

100

150

-0.3 -0.2 -0.1 0 0.1 0.2 0.3
Strain , %

St
re

ss
 , 

M
Pa



第４章 現象論的構成式の記述性検証     64 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.27 Pure creep curves (Temperature = 296K) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.28 Pure creep curves (Temperature = 373K) 
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Fig.4.29 Pure creep curves (Creep stress = 40MPa) 
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Fig.4.30 Maximum peak stress versus the number of cycles 

(Cyclic loading with temperature variation : Test 1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.31 Maximum peak stress versus the number of cycles 

(Cyclic loading with temperature variation : Test 2) 
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4.5 結言 

本章では、前章で構築した巨視的粘塑性構成式の適用性を検証するために、

オーステナイト系ステンレス鋼 SUS304 材を用いた室温下における実験および

無酸素銅を用いた高温下における実験の記述を試みた。その結果以下のような

結論を得た。 

（１）本研究で構築した粘塑性構成式により室温下における SUS304 材の粘塑性

変形挙動を精度良く記述可能である。特に、繰返し負荷中のクリープ試験にお

けるひずみ振幅依存性や二軸ラチェット試験において加える重畳応力の負荷方

向依存性といった従来の構成モデルでは記述が困難な複雑な負荷条件において

も定量的によく一致する。 

（２）本構成式は、無酸素銅を用いた高温下の変形挙動も記述可能であり、温

度変動を伴う繰返し負荷のようなより一般的な状況下にも適用可能であること

がわかった。
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第５章 

 

繰返し負荷による後続変形特性変化と転位組織化 

 

5.1 緒言 

 結晶構造を持つ固体の非弾性変形は主に転位により支配されている。したが

って、材料の巨視的挙動は転位レベルから理解することが原理的には可能であ

ると考えられる。しかしながら、転位が線欠陥であり体積を持たずマクロスケ

ールと大きなギャップが存在すること、塑性変形下では膨大な数の転位が複雑

に相互作用している多体問題であること、転位の運動を非破壊的にその場観察

することが困難であること等により、現在でも転位論とマクロな変形挙動を定

量的に連携させた解析手法は完成していない。一方、様々な分野でミクロとマ

クロ間を結びつけるためには、その中間スケールにあたるメゾスケールの現象

を理解することが重要であるとの認識が広がりつつある。固体の非弾性変形に

おけるメゾスケールとは、膨大な転位が形成する転位組織のスケールであると

考えられ、実験および理論的な研究が盛んである[98-102]。 

本章では、前章 4.2 節で行った実験を対象として巨視的変形挙動と転位組織化

の関係を明らかにするため、透過型電子顕微鏡を用いた転位組織観察について

述べる。前章 4.2 節で行った実験では、繰返し負荷後にクリープ試験を行うと繰

返し回数に依存して異なるクリープひずみ量が実験的に観察された。前章の

4.2.3 では粘塑性構成式に繰返し負荷中に蓄積される仕事の関数として潜在的な

硬化を導入することにより、巨視的挙動を記述した。すなわち、潜在的な硬化

の物理的起源については全く考慮していなかった。それに対して本章では、繰

返し負荷と粘塑性変形の関係に関する実験および繰返し負荷に伴う転位組織変

化の電子顕微鏡観察に基づき、繰返し負荷における潜在的な硬化と転位組織化

の関連について述べる。 
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5.2 繰返し塑性による後続粘塑性変形への影響に関する実験観察 

5.2.1 試験片と実験方法 

 本実験で使用した試験片はオーステナイトステンレス鋼 SUS316L 材である。

試験片形状および熱処理条件については第２章および第３章で用いた SUS304

材と同様であるが、化学成分については表 5.1 に示すように異なる。そのため、

SUS304 材の実験結果と比較して応力やひずみの大きさに若干の違いが生じた

が、定性的な傾向にはほとんど違いは見られなかった。ひずみの測定はひずみ

ゲージを用いた。 

 本実験では以下の３種類の実験を行った。 

（１）一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷試験：室温下において、ひずみ振

幅 0.5%、ひずみ速度 0.01%/sec による引張・圧縮繰返し負荷試験を 100 サイク

ル行う。 

（２）繰返し負荷後の後続クリープ試験：室温下において、ひずみ振幅 0.5%、

ひずみ速度 0.01%/sec による引張・圧縮繰返し負荷試験を 10 および 50 サイクル

行った後の試験片を用いて、同じ応力レベルで 1000 秒間の後続クリープ試験を

行う。 

（３）繰返し負荷後の後続応力緩和試験：室温下において、ひずみ振幅 0.5%、

ひずみ速度 0.01%/sec による引張・圧縮繰返し負荷試験を 10 および 50 サイクル

行った後の試験片を用いて、同じひずみで 1000 秒間の応力緩和試験を行う。 

5.2.2 実験結果および考察 

（１）一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷試験 

 図 5.1 はひずみ振幅 0.5%、ひずみ速度 0.01%/sec による引張・圧縮繰返し負荷

試験の最大応力・最小応力と繰返し負荷のサイクル数の関係を示している。図

5.1 より、繰返し負荷の初期に著しい繰返し硬化を示した後、繰返し硬化はほぼ

飽和し最大・最小応力はほぼ一定の値を示している。しかしながら、図 5.1 中の

破線で囲われた部分を拡大した図 5.2 より、最大応力の変化を詳細に観察すると、

一定応力となっている部分はほとんど存在せず、約 25 サイクル目を境に繰返し
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硬化から繰返し軟化へと遷移していることがわかる。したがって、繰返し硬化

中と繰返し軟化中で最大応力が等しくなるサイクル数が存在する。例えば、図

5.2 に破線で示した応力レベル 315MPa の直線と交差する２点（図中のＡ、Ｂ点）

より、10 サイクル目と 50 サイクル目の最大応力がほぼ等しいことがわかる。そ

こで、以降では 10 サイクル目と 50 サイクル目の繰返し予負荷を比較対象とす

る。 

 図 5.3 の○印と実線は図 5.1 の実験条件による繰返し負荷 10 サイクル目と 50

サイクル目の応力－ひずみ曲線を示している。図 5.3 より、繰返し硬化中の 10

サイクル目と繰返し軟化中の 50 サイクル目では、最大応力だけでなく応力－ひ

ずみ曲線もほぼ等しいことがわかる。 

（２）繰返し負荷後の後続クリープ試験 

 図 5.4 の○、□印はそれぞれ、10 サイクルおよび 50 サイクルの繰返し負荷後

に315MPaで1000秒間の後続クリープ試験を行った結果のクリープ曲線である。

図 5.4 より繰返し予負荷のサイクル数が 10 サイクルから 50 サイクルに増加する

ことにより、クリープひずみは小さくなることがわかる。図 5.3 と図 5.4 の結果

を比較すると、繰返し負荷を 10 サイクルと 50 サイクル受けた材料は、繰返し

負荷の応力－ひずみ挙動が等しくても異なるクリープ変形特性を持っているこ

とを示している。すなわち、繰返し予負荷を受けることにより、材料はクリー

プ変形に対して潜在的に硬化していると言える。 

（３）繰返し負荷後の後続応力緩和試験 

 図 5.5 の○、□印はそれぞれ、10 サイクルおよび 50 サイクルの繰返し負荷後

に引張りひずみ 0.5%で 1000 秒間保持する後続応力緩和試験を行った結果の応

力緩和曲線である。図 5.5 より繰返し予負荷のサイクル数が 10 サイクルから 50

サイクルに増加することにより、応力の緩和量は小さくなることがわかる。こ

のことは図 5.4 で示した後続クリープひずみの減少と同様に、繰返し負荷のサイ

クル数の増加に伴い粘塑性変形が減少していることを示している。 
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Table 5.1 Chemical composition of specimens 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.1 Maximum peak stress versus the number of cycles during cyclic loading 
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Fig.5.2 Enlargement of Fig.5.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.3 Stress-strain curves at the 10th and 50th cycle of cyclic loading 
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Fig.5.4 Subsequent creep curves after the 10 and 50 cycles of cyclic preloading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.5 Subsequent stress relaxation curves after 10 and 50 cycles of cyclic preloading 
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5.3 繰返し負荷による転位組織への影響 

前節 5.2 で得られた、繰返し負荷による粘塑性変形特性変化の原因を材料の内

部組織観察を行い検討した。多結晶金属材料の非弾性変形を支配するメカニズ

ムは、大きく結晶粒界すべりと結晶粒内の転位すべりにわけられる。通常の金

属材料であれば、高温変形は結晶粒界すべりが支配的であるとされている。し

かしながら、第２章で示した塑性とクリープにより生ずる背応力の等価性およ

び背応力が結晶粒界すべりよりも結晶粒内の転位すべりとの関係がより深いと

考えられることより、本研究で用いたオーステナイト形ステンレス鋼の粘塑性

変形は転位すべりが支配的であると推察できる。そこで本研究では、繰返し負

荷を受けたステンレス鋼の転位組織を透過型電子顕微鏡(TEM)により観察し、巨

視的な実験結果との対応について検討した。 

 

5.3.1 観察試料と観察方法 

電子顕微鏡観察により得られる転位組織像とマクロスケールの実験結果を対

応付ける際の注意点として、観察スケールによる材料内部の不均質性消滅の問

題がある。すなわち、多結晶金属材料は異方性を有する単結晶の集合体であり、

結晶粒毎に異なる結晶方位を持つ。また、１つの結晶粒内でも応力状態は不均

質であることはよく知られている。通常の巨視的な実験では、結晶粒が十分多

く含むことによりその不均質性が平均化されるが、電子顕微鏡観察の高倍率観

察では１結晶粒内の局所的な観察となる。しかしながら、局所的な観察により

得られる情報がその材料全体を特徴付けているという保障は全く無い。そこで、

本研究では電子顕微鏡観察としては比較的低倍率で隣接する複数結晶粒におよ

ぶ転位組織観察を行うことにより、大域的な平均的構造を把握した。 

 

5.3.2 観察結果と考察 

 図 5.6(a)～(d)はそれぞれ、繰返し負荷を 0、10、50、100 サイクル受けた試験

片の透過型電子顕微鏡像である。ここで、繰返し負荷 0 サイクルとは、繰返し
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負荷を受けていない焼鈍し後の試験片を意味する。図 5.6 は低倍率観察による試

料の観察結果であり、顕微鏡像中の明確な線は結晶粒界を示している。一方、

結晶粒内ではわずかに転位組織が観察可能な部分も存在するが、ほとんどのコ

ントラストは試料のゆがみにより発生する干渉縞であり本質的なものではない。 

 図 5.7(a)は図 5.6(a)に示した繰返し負荷を受けていない焼鈍し後の試験片の結

晶粒構造の模式図である。図 5.7(A)～(E)に図 5.7(a)中の A～E で示した５つの結

晶粒を高倍率で転位コントラストを整えて観察した TEM 像を示す。焼鈍し後の

試験片であっても転位が存在している様子がわかる。転位密度が低いため結晶

粒内で転位が存在する部分と存在しない部分は明確だが、結晶粒の平均的様子

は A～E の結晶粒間でほとんど変わらないことがわかる。 

 図 5.8(a)は図 5.6(b)に示した繰返し負荷を 10サイクル受けた試験片の結晶粒構

造の模式図である。図 5.8(A)～(E)に図 5.8(a)中に A～E の示した結晶粒の TEM

像を示す。繰返し負荷を 10 サイクル受けることにより図 5.7 に比べて転位が著

しく増加していることがわかる。また、転位は結晶粒内に比較的一様に散乱し

ており、結晶粒の平均的な転位の状態も(A)～(E)で大きな違いは見られない。 

 図 5.9(a)は図 5.6(c)に示した繰返し負荷を 50サイクル受けた試験片の結晶粒構

造の模式図である。図 5.9(A)～(E)に図 5.9(a)中の A～E で示した結晶粒の TEM

像を示す。繰返し負荷を 50 サイクル受けることにより図 5.8 に示した 10 サイク

ル後に比べて(A)、(B)ではさらに転位が増加していることがわかる。その一方で

(C)、(D)、(E)では転位が集積している部分が見られる。特に(C)では明確なセル

組織化が開始していることがわかる。 

 図 5.10(a)は図 5.6(d)に示した繰返し負荷を 100サイクル受けた試験片の結晶粒

構造の模式図である。図 5.10(A)～(E)に図 5.10(a)中の A～E で示した結晶粒の

TEM 像を示す。繰返し負荷を 100 サイクル受けることにより図 5.9 に示した 50

サイクル後に比べて転位の集積がより著しくなっていることがわかる。特に(A)、

(B)、(C)、(D)では顕著な転位の組織化が観察される。 

 以上の観察結果から、繰返し負荷が 0 から 10 サイクルの間は結晶粒内に一様



第５章 繰返し負荷による後続変形特性変化と転位組織化     76 
  

に増加している様子が観察され、50 サイクルから 100 サイクルの間には転位の

集積による組織化が発展する様子が観察された。また、10 サイクルから 50 サイ

クルでは、結晶粒毎に一様な転位の増加と組織化が混在し、転位組織化への遷

移領域であると推察できる。 
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Fig.5.6 Transmission electron microscope (TEM) images of multi-grains observation 

(a) 0cycle (b) 10cycle

(c) 50cycle 100cycle

mµ5
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Fig.5.7 TEM images of multi-grain observation (0cycle) 
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(a) Schematic diagram of grains
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Fig.5.8 TEM images of multi-grain observation (10cycles) 
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Fig.5.9 TEM images of multi-grain observation (50cycles) 
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Fig.5.10 TEM images of multi-grains observation (100cycles) 
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5.4 繰返しねじり負荷と非比例繰返し負荷による結果 

5.4.1 試験片と実験方法 

 前節までに行った実験結果のより広い負荷条件に対する妥当性について検証

するため、繰返しねじり負荷と非比例繰返し負荷を予負荷として与える実験を

行い、後続変形試験と転位組織観察を行った。本実験では、第２章および第３

章で用いた SUS304 材と同様の形状および化学成分の試験片を用いた。実験条件

は以下に示す３種類である。 

（１）繰返しねじり負荷後の後続クリープ試験：室温下において、相当ひずみ

振幅 0.5%、相当ひずみ速度 0.01%/sec による繰返しねじり負荷試験を 10、30 サ

イクル行った後の試験片を用いて、それぞれ相当応力レベル 315MPa で 1000 秒

間のクリープ試験を行う。 

（２）繰返し十字負荷後の後続クリープ試験：室温下において、相当ひずみ振

幅 0.25%、相当ひずみ速度 0.01%/sec による繰返し十字負荷試験を 30、300 サイ

クル行った後の試験片を用いて、それぞれ相当応力レベル 333MPa で 1000 秒間

のクリープ試験を行う。応力平面における負荷経路を図 5.11(a)に示す。 

（３）繰返し円負荷後の後続クリープ試験：室温下において、相当ひずみ振幅

0.25%、相当ひずみ速度 0.01%/sec による繰返し円負荷試験を 25、300 サイクル

行った後の試験片を用いて、それぞれ相当応力レベル 375MPa で 1000 秒間のク

リープ試験を行う。応力平面における負荷経路を図 5.11(b)に示す。 
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5.4.2 実験結果および考察 

（１）繰返しねじり負荷後の後続クリープ試験 

 図 5.12 の□印は相当ひずみ振幅 0.5%、相当ひずみ速度 0.01%/sec による繰返

しねじり負荷試験中の最大相当応力とサイクル数の関係を示している。この図

より、繰返し負荷の初期に繰返し硬化した後、繰返し軟化していることがわか

る。この傾向は図 5.12 中に○印で示した引張・圧縮繰返し負荷試験と同様であ

り、最大相当応力レベルとサイクル数の定量的な関係もほぼ等しい。 

次に、繰返し負荷中の最大応力がほぼ等しい 10 サイクル目と 30 サイクル目

に着目し、応力－ひずみ曲線および後続クリープ挙動を比較した。図 5.13 の○

印および実線は、それぞれ 10 サイクル目と 30 サイクル目の応力－ひずみ曲線

を示している。この図より、応力－ひずみ曲線は、繰返しねじり負荷の 10 サイ

クル目と 30 サイクル目でほぼ一致することがわかる。図 5.14 中の○印および実

線は、それぞれ 10サイクル、30サイクルの繰返しねじり負荷後に 315MPaで 1000

秒間の後続クリープ試験を行った結果のクリープ曲線である。図 5.14 より、ク

リープひずみは繰返し負荷のサイクル数が増加することにより小さくなってい

ることがわかる。この結果は図 5.4 に示した引張・圧縮繰返し負荷試験の結果と

同様の傾向である。 

図 5.15(a)、(b)はそれぞれ繰返しねじり負荷を 10、30 サイクル受けた試験片の

TEM 像である。10 サイクル後には散在していた転位が、30 サイクル後には集積

し、迷路状組織（ラビリンス構造）となっていることがわかる。 

（２）繰返し十字負荷後の後続クリープ試験 

 図 5.12 の◇印は相当ひずみ振幅 0.25%、相当ひずみ速度 0.01%/sec による繰返

し十字負荷試験中の最大相当応力とサイクル数の関係を示している。この図よ

り、繰返し負荷の初期に著しく繰返し硬化した後、繰返し軟化していることが

わかる。この傾向は図 5.12 中に○、□印で示した引張・圧縮繰返し負荷および

繰返しねじり試験と同様であるが、繰返し十字負荷の場合にはより著しい繰返

し硬化が生じている。これは、繰返し十字負荷が非比例繰返し負荷であること
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が原因であると考えられる。 

次に、繰返し負荷中の最大応力がほぼ等しい 30 サイクル目と 300 サイクル目

に着目し、応力－ひずみ挙動および後続クリープ挙動を比較した。図 5.16 の実

線と○印は、それぞれ 30 サイクル目と 300 サイクル目の応力経路を示している。

図 5.11(a)と図 5.16 より、30 サイクル目と 300 サイクル目のひずみ制御経路と応

力経路が共に一致することから、繰返し十字負荷の応力－ひずみ曲線は、30 サ

イクル目と 300 サイクル目でほぼ一致することがわかる。また、図 5.17 中の○、

□印は、それぞれ 30 サイクル、300 サイクルの繰返し十字負荷後に 333MPa の

引張り負荷で 1000 秒間の後続クリープ試験を行った結果のクリープ曲線である。

図 5.17 より、クリープひずみは繰返し負荷のサイクル数が増加することにより

小さくなっていることがわかる。この結果は図 5.4 と図 5.14 に示した比例負荷

試験の結果と同様の傾向となっている。 

図 5.18(a)、(b)はそれぞれ繰返し十字負荷を 30、300 サイクル受けた試験片の

TEM 像である。30 サイクル後には散在していた転位が、300 サイクル後には集

積し、セル組織を形成していることがわかる。 

（３）繰返し円負荷後の後続クリープ試験 

 図 5.12 の×印は相当ひずみ振幅 0.25%、相当ひずみ速度 0.01%/sec による繰返

し円負荷試験中の最大相当応力とサイクル数の関係を示している。この図より、

繰返し負荷の初期に著しく繰返し硬化した後、繰返し軟化していることがわか

る。この傾向は図 5.12 中に◇印で示した繰返し十次負荷試験と同様であり、非

比例繰返し負荷のために比例負荷よりも著しい繰返し硬化が生じている。 

次に、繰返し負荷中の最大応力がほぼ等しい 25 サイクル目と 300 サイクル目

に着目し、応力－ひずみ挙動および後続クリープ挙動を比較した。図 5.19 の実

線と○印は、それぞれ 25 サイクル目と 300 サイクル目の応力経路を示している。

図 5.11(b)と図 5.19 より、25 サイクル目と 300 サイクル目のひずみ制御経路と応

力経路が共に一致することから、繰返し円負荷の応力－ひずみ曲線は、25 サイ

クル目と 300 サイクル目でほぼ一致することがわかる。また、図 5.20 中の○、



第５章 繰返し負荷による後続変形特性変化と転位組織化     85 
  

□印は、それぞれ 25 サイクル、300 サイクルの繰返し円負荷後に 375MPa の引

張り負荷で 1000 秒間の後続クリープ試験を行った結果のクリープ曲線である。

図 5.20 より、クリープひずみは繰返し負荷のサイクル数が増加することにより

小さくなっていることがわかる。この結果は図 5.4、図 5.14、図 5.17 に示した他

の負荷条件の結果と同様の傾向となっている。 

図 5.21(a)、(b)はそれぞれ繰返し円負荷を 25、300 サイクル受けた試験片の TEM

像である。25 サイクル後には散在していた転位が、300 サイクル後には集積し、

セル組織を形成していることがわかる。 
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Fig.5.11 Loading paths of non-proportional loadings 
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Fig.5.12 Maximum peak stress versus the number of cycles during cyclic loadings 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.13 Stress-strain curves at 10th and 50th cycle of cyclic torsional loading 
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Fig.5.14 Subsequent creep curves after the 10 and 30 cycles of cyclic preloading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) After 10 cycles                       (b) After 30 cycles 

Fig.5.15 TEM images of dislocation structures after cyclic torsional loading 
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Fig.5.16 Stress trajectories at 30th and 300th cycle of cyclic cruciform loading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.17 Subsequent creep curves after the 30 and 300 cycles of cyclic preloading 
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(a) After 30 cycles                   (b) After 300 cycles 

Fig.5.18 TEM images of dislocation structures after cyclic preloading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5.19 Stress trajectories at 25th and 300th cycle of cyclic circular loading 
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Fig.5.20 Subsequent creep curves after the 25 and 300 cycles of cyclic preloading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) After 25 cycles                   (b) After 300 cycles 

Fig.5.21 TEM images of dislocation structures after cyclic circular loading 
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5.5 転位構造と巨視的な実験結果の関連についての考察 

 本章で行った実験結果より、オーステナイト系ステンレス鋼の微小ひずみ振

幅による繰返し負荷では、負荷条件によらず繰返し負荷の初期に繰返し硬化の

後、繰返し軟化が生じた。このため、繰返し硬化中と繰返し軟化中で応力－ひ

ずみ曲線がほぼ等しくなるサイクル数が存在した。硬化中と軟化中で同じ応力

－ひずみ曲線が得られるサイクルまでの繰返し負荷を予負荷として与えた試験

片を用い後続粘塑性変形試験を行ったところ、繰返し回数の増加により粘塑性

変形は減少することがわかった。一方、転位組織観察結果からは全体として、

繰返し硬化中には転位が一様に増加し、繰返し軟化中は転位の組織化（セル組

織、ラビリンス組織）が見られた。したがって、本実験条件においては転位の

一様な増加が繰返し硬化に寄与し、転位の組織化が繰返し軟化の要因となって

いること、および組織化した転位は後続粘塑性変形に対しては障害となると推

察できる。 
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5.6 結言 

本章では、繰返し塑性変形を受けた材料の後続材料試験と透過型電子顕微鏡観

察を行い、繰返し負荷により誘起される転位組織が後続変形に及ぼす影響につ

いて検討した。その結果、以下に示す結論を得た。 

（１）室温下におけるオーステナイト系ステンレス鋼による微小ひずみ振幅で

の繰返し変形では繰返し硬化後に繰返し軟化を示す。 

（２）繰返し負荷後のクリープ試験と応力緩和試験の結果から、繰返し予負荷

のサイクル数が増加することにより後続変形量は減少する。 

（３）以上の実験結果は、繰返し軟化中であっても、クリープや応力緩和に対

しては潜在的に硬化していることを示している。 

（４）繰返し負荷後の転位観察により、繰返し負荷の初期に転位は一様に増加

し、その後、転位組織化（セル組織化・ラビリンス構造）が生ずることがわか

った。 

（５）以上の実験および観察結果から、転位組織は負荷条件により安定な構造

が異なり、繰返し負荷に対して安定な構造は繰返し軟化を引き起こす一方で、

その構造はクリープや応力緩和に対しては障害となり硬化を引き起こすと推察

される。 
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第６章 

 

転位組織変化を考慮したモデリングとその検証 

 

6.1 緒言 

従来のマクロ構成モデルは巨視的変形挙動を表現できることを目的としてお

り、数学的に微分方程式を構築することができれば、材料内部の物理的要因と

の対応は考える必要が無い。しかしながら、そうした試行錯誤的な試みでは、

適用範囲を広げるために膨大な実験データが必要となり、経済的に望ましくな

い。そこで、非弾性変形に伴う材料の微視的変化を定性的に取り入れたマクロ

構成モデルの構築に関する研究が近年盛んにおこなわれている[66-74]。 

本章では、第５章 5.2 節で実験的に観察された繰返し予負荷による後続粘塑性

変形変化のモデリングについて述べる。すなわち、第５章 5.3 節で行った電子顕

微鏡観察による転位組織観察に基づき、第３章で提案したマクロモデルへ導入

する手法を示した後、実験結果の記述を行い妥当性について検証する。 
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6.2 転位組織発展のマクロ構成式への導入について 

 繰返し負荷による後続クリープひずみ量の変化については、既に第４章 4.2.3

で潜在的な硬化を仮定して記述を行った。しかしながら、第４章で行った定式

化は材料の内部構造を全く考慮しておらず、潜在硬化が有効になるタイミング

等についても一般論に拡張することが難しく、ＦＥＭへの導入と応用には不向

きであった。それに対して本章では、第５章の実験結果と電子顕微鏡観察より

潜在硬化の物理的要因が推察されたことから、転位組織の変化を取り入れた統

一的なマクロ挙動のモデリングを行う。 

 まず、図 5.2 に示した繰返し負荷の詳細な観察より、ステンレス鋼の繰返し負

荷中には、繰返し硬化後に繰返し軟化が生じていることがわかった。したがっ

て、式(3.25)を次式に示すように修正する。 

 

 1 exp exp
v v

i i
i h s

h s

d d
D D

a a

ε ε
α α

        = − − + − 
        

∫ ∫
  (6.1) 

 

ここで、 sα と sa は材料定数を示している。また、第４章では材料定数H を繰返

し負荷中に蓄積する仕事の関数として式(4.15)により仮定していたが、ここでは

以下の形に仮定する。 

 

1 exp
v

sat
s

d
H H

h

ε
η

    = + −     

∫
    (6.2) 

 

ここで、 satH 、η、 sh は材料定数を示している。式(6.2)は第４章で仮定した式(4.15)

とは異なり、変形中に常に更新される。したがって、予負荷が後続粘塑性変形

に与える影響を統一的に予測可能である。また、式(6.2)の導入に伴いH も時間

微分可能となるため、式(3.14)は次式となる。 

 

 ( ) ( )
11 v n

v vn nHR H
n
εσ ε ε

−
= + +     (6.3) 
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その結果、背応力の移行式(3.19)は次式に修正される。 

 

 ( ) ( ) ( )3 3: : : :
2 4σ σ

= − + − −


X σ X C σ σ X C σ X  

    ( ) ( ) ( )
11 n

n n
v

v vH H R
n
εε ε

σ σ σ

− 
− − − −


σ X  (6.4) 

 

以上が粘塑性構成式の修正点である。 

 次に修正された粘塑性構成式の巨視的な概念について説明する。図 6.1 の実線

と破線はそれぞれ、本構成式の応力空間における粘性曲面と降伏曲面を示して

いる。ここで降伏曲面とは内部関数 R で示される準静的な時間非依存の降伏曲

面を示しており、粘性曲面と降伏曲面の原点はどちらも背応力の点で一致して

いるものとする。超過応力は粘性曲面と降伏曲面の半径差に相当する ( )
1

v nH ε に

より表される。したがって、実際に実験的に測定される時間依存の降伏曲面は R

と ( )
1

v nH ε の和で表される。さらに、ここで R と H がどちらも累積相当粘塑性

ひずみの関数と仮定しており、本実験のステンレス鋼の場合には、それぞれ増

加関数と減少関数となっている。その結果、図 6.1 に示すように実線で示した時

間依存降伏曲面の大きさが等しい場合でも、破線に示す時間非依存降伏曲面の

大きさが異なることが可能であり、異なる超過応力の大きさを持つことになる。

これにより、繰返し負荷による粘塑性変形特性変化を統一的に表現可能となっ

ている。 

 最後に、粘塑性構成式と転位組織の対応について述べる。第５章の考察から、

転位の一様な増加が硬化に寄与することから、降伏曲面の膨張を表現する内部

関数 R が転位密度増加と関連付けることができる。また、転位の組織化が軟化

に寄与していることからは、降伏曲面の収縮を表現する内部関数H が転位の組

織化と結びつけて議論することが可能であると考えられる。一方で式(3.20)の内

部関数との対応については、式(6.1)の右辺第２項が硬化すなわち転位密度増加、

第３項が軟化すなわち組織化と関連している。 



第６章 転位組織変化を考慮したモデリングとその検証     97 
  

6.3 転位組織変化考慮モデルの後続負荷試験への適用 

 本節では、前節 6.2 で修正した粘塑性構成モデルを用いて、第５章 5.2 節に示

した実験結果の記述を行い転位組織変化の観察に基づき修正された構成式を検

証する。 

（１）一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷試験の計算結果 

図 6.2 中の実線は図 5.2 に示した一定ひずみ振幅引張・圧縮繰返し負荷試験の

繰返し負荷中の最大応力とサイクル数の関係の計算結果である。図 6.2 中の○印

で示した実験結果と計算結果がよく一致し、繰返し硬化と軟化の両方が記述可

能であることがわかる。また、図 6.3 の○印と実線は繰返し負荷中の 10 サイク

ル目と 50 サイクル目の応力－ひずみ曲線の計算結果である。図 6.3 より図 5.3

に示した実験結果と同様に異なるサイクル数であっても、応力－ひずみ曲線は

ほぼ一致していることがわかる。 

（２）繰返し負荷後の後続クリープ試験の計算結果 

図 6.4 の実線は図 5.4 に示した繰返し予負荷後の後続クリープ試験の計算結果

である。○、□印で示した実験結果とよく一致している。 

（３）繰返し負荷後の後続応力緩和試験の計算結果 

図 6.5 の実線は図 5.5 に示した繰返し予負荷後の後続応力緩和試験の計算結果

である。○、□印で示した実験結果とよく一致している。 
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Fig.6.1 Schematic diagram of the relationship between viscous surface and yield surface 

 

 

 

 

 

 

Table 6.1 Material constants 

 

 

 

 

 

( )( )1 nv

L
H ε

L
−σ X H

−σ X

LR HR( )( )1 nv

H
H ε

L H
− = −σ X σ X L HR R< ( )( ) ( )( )1 1n nv v

L H
H Hε ε>

Viscous surface Yield surface

K [MPa] D0 [MPa] ah αh m0 b R0 [MPa] c λ
0.05 110 0.1 0.37 6 0.1 130 0.01 0.1

E [GPa] D1 [MPa] as αs m1 β Hsat [MPa] n η hs

200 175 0.55 0.02 4.5 0.1 110 7 0.6 0.2



第６章 転位組織変化を考慮したモデリングとその検証     99 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6.2 Maximum peak stress versus the number of cycles during cyclic loading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6.3 Stress-strain curves at the 10th and 50th cycle of cyclic loading 
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Fig.6.4 Subsequent creep curves after the 10 and 50 cycles of cyclic preloading 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6.5 Subsequent stress relaxation curves after 10 and 50 cycles of cyclic preloading 
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6.4 結言 

本章では、前章で行った転位組織観察の結果に基づき、第３章で構築した統一

型粘塑性構成式の改良を行った。また、後続時間依存変形の統一的な記述を行

うことにより改良した構成式の適応性を検討し、以下の結論を得た。 

（１）繰返し負荷における繰返し硬化と繰返し軟化の両方を記述可能となるよ

うに内部関数を改良した。また、ひずみ速度依存性の大きさを示す係数を累積

塑性ひずみの関数とすることにより、繰返し負荷において同じ応力－ひずみ関

係を示している材料であっても、異なる時間非依存応力（降伏応力）と時間依

存応力（超過応力）を取ることを可能とした。 

（２）改良した構成式を用いることにより、繰返し塑性と後続時間依存変形の

統一的な記述を行うことができ、実験結果と計算結果が定量的に良く一致する。
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第７章 

 

総括 

 

7.1 結論 

本論文の目的は、マクロスケールの変形と微視的な転位組織の発展を結びつ

けることにより、従来では統一的な記述が不可能であった負荷条件を含めた、

より広い負荷履歴に対して高精度な適応性を持つ構成式を構築することである。 

第１章では、様々なスケールにおける固体材料の変形モデリング手法を概説

し、本研究の位置づけと目的について述べた。 

第２章では材料試験の実験結果より、巨視的な実験からは直接的に定まらな

い内部状態変数である背応力の特性について検討した。塑性変形とクリープ変

形を複合した実験を行うことにより、塑性変形とクリープ変形により生ずる背

応力の等価性を見出した。この結果、構成モデルの構築、非弾性変形の計算、

材料パラメータの決定が塑性変形とクリープ変形を統一して行うことが可能で

あることがわかった。 

第３章では粘塑性ポテンシャルと Ziegler 則、および修正累乗則より現象論的

な粘塑性構成式を構築し、その一般形を示した。第４章では、第３章で構築し

た構成式を比例、非比例、高温下による実験結果に適用し構成式の適用性を検

証した。その結果、行った全ての実験結果に対して定量的に十分な精度の記述

が可能であることがわかった。 

第５章では、繰返し塑性による粘塑性変形特性変化に関する実験と電子顕微

鏡観察に基づき、マクロスケールの変形と転位組織変化の関連について検討し

た。また、従来の局所的な転位組織観察では特定困難であった転位組織の特徴

を、隣接する複数結晶粒におよぶ観察を行うことにより、多結晶材料の平均的

なマクロスケール挙動との対応について議論が可能となった。第６章では、第

３章で構築した巨視的な粘塑性構成式に第５章で得られた知見を導入し、巨視
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的構成モデルと転位組織を結びつける定式化を行った。その結果、従来では統

一的な記述が不可能であった負荷履歴に対しても構成式が適用可能となった。

また、内部関数と転位組織を対応させた検討が可能となり、転位組織に関する

物理量として転位密度と転位構造を分離することの有効性が示唆された。 
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7.2 展望 

 本論文で構築した構成式を実際の設計に役立てるためには、有限要素法など

の数値解析へ導入する必要がある。その際に第３章 3.2 節でも述べたとおり、解

析に必要な効果を適切に表現できる範囲で構成式を単純化することにより解析

時間の短縮を実現可能である。例えば、図 7.1 は近年血管疾患の治療に盛んに用

いられている医療機器、バルーン拡張ステント[103]の汎用有限要素コード（MSC

社製 Marc/Mentat）による変形解析のシミュレーション結果である。バルーン拡

張ステントの変形には負荷方向変化が伴うため、材料挙動を適切に表現する構

成関係として、本研究で構築した構成モデルの簡易型を用いている。図 7.2 は有

限要素シミュレーションにより得られた、構成材料による変形挙動の違いであ

る。同じ形状で、構造体全体としての変形量が同じであっても、局所的な応力

－ひずみ関係が材料により大きく異なることがわかる。 

 また、本論文で構築した転位組織変化に基づくマクロスケール変形モデルは、

転位組織に関する内部関数が含まれている。したがって、適応範囲についての

慎重な検討は必要であるが、巨視的挙動の記述により得られる内部状態変数の

変化から、転位組織の発展を予測することも可能である。また、本研究で得ら

れた繰返し塑性による内部組織変化と後続変形特性変化の性質は、繰返し強変

形によるナノ結晶創成プロセスと類似しており、より大きなひずみ領域へと本

モデルを拡張し、有限要素法に代表される数値解析へ導入することにより、高

機能材料創製プロセスシミュレータへと発展させることが可能である。 
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Fig.7.1 Simulated result of deformation of a STENT 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.7.2 Comparison of deformation of STENTS made of SUS316L and Pure Ti 
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